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は じ め に 

 

佐賀市は、平成２７年３月に「佐賀市障がい者プラン（2015-2019）」を策定

し、地域住民が障がいと障がい者を理解し、ともに支え合い、つながりを深め、

共生社会を創造していくことを基本に「わかりあえる・ささえあう・つながる 

まち さが」の基本理念のもと、積極的に障がい者施策を推進して参りました。 

この間、国においては「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」

が施行され、県においても「障害のあるなしにかかわらず、ともに暮らしやす

い佐賀県をつくる条例」及び「佐賀県手話言語と聞こえの共生社会づくり条例」

が施行されるなど、共生社会の実現に向けて、ますます機運が高まっています。 

また、地域における障がい者の自立と社会参加への意識が高まる一方で、障

がいの重度化・高齢化を見据えた居住支援や、障がいの特性に応じたサービス

の充実など、様々な支援が求められております。 

本プランは、こうした障がい者を取り巻く状況の変化や多様なニーズに対応

し、本市の総合計画に掲げるまちづくりの目標や政策を踏まえた、障害者基本

法に基づく「市町村障害者計画」であり、新たに『ともに生き ともにかがや

くまち さが』を基本理念に掲げ、今後４年間において取り組むべき施策・事

業を明らかにした内容となっております。 

 本プランの推進にあたっては、行政のみならず、障がい者、そのご家族、地

域住民、事業所等がそれぞれの役割を果たしながら互いに連携・協力して取り

組むことが必要です。皆様のより一層のご理解とご支援を賜りますようお願い

申し上げます。 

 結びに、このプランの策定にあたり、ご尽力いただきました「佐賀市障がい

者プラン策定委員会」の委員の皆様をはじめ、ご協力いただきました関係団体

の皆様、市民の皆様に心より感謝申し上げます。 

 

   令和２年３月 

                 佐賀市長  秀 島 敏 行 
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１．計画策定の趣旨 

わが国の障がい福祉施策は、心身に障がいのある者がその能力を最大限に発揮し、身体的・

精神的・社会的にできる限り自立した生活が送れるように援助することや、障がいのある人

もない人も一緒に生活をし、ともに活動できる社会の構築を目指すことを基本理念に推進さ

れています。 

近年、障がいの重度化、重複化などの傾向がみられることから、障がい者の地域生活を支

援する行政サービスへのニーズは多様化しています。 

平成 18 年度（2006 年度）に、国は、障がい者の自己決定と自己選択の尊重、市町村を

基本とする仕組みへの統一と、身体障がい・知的障がい・精神障がいの福祉サービス一元化、

地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス基盤の整備を基本理念に、「障害者自立

支援法」を施行しました。 

また、平成 23 年（2011 年）８月には、障がい者施策を総合的かつ計画的に推進するこ

とを目的として「障害者基本法」を改正し、これに基づき、平成 25 年（2013 年）９月に

障がい者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るために、

障害者基本計画の見直しを行いました。 

「障害者自立支援法」については、平成 25 年（2013 年）４月に「障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下、「障害者総合支援法」という。）へ改正さ

れ、制度の谷間のない支援を提供する観点から、発達障がい、高次脳機能障がいや難病等を

障がい者の定義に加え、障害者手帳の有無に関わらず、必要と認められた障がい福祉サービ

ス等を利用できるシステムへの移行などが進められています。 

この他にも、平成 25 年（2013 年）６月に、障害者基本法第４条の「差別の禁止」を具

体化するものとして「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「差別解消法」

という。）」が制定（平成 28 年（2016 年）４月１日施行）されるなど、障がい者の実態等

を反映した改正等の法整備を進め、日本は、平成 26 年（2014 年）１月 20 日に「障害者

の権利に関する条約（障害者権利条約）」を批准しました。 

本市では、平成 27 年（2015 年）３月に、「佐賀市障がい者プラン（2015-2019）」を

策定し、障がい福祉施策について推進してきました。 

本計画は、改正された「障害者基本法」（第 11 条）に基づく「市町村障害者計画」であり、

国及び県の計画と連動しながら「佐賀市総合計画」等との整合性を図り策定した、本市にお

ける障がい者のための施策に関する基本的な計画です。今回、計画期間の終了に伴い、新た

に令和５年度（2023 年度）を目標年度とする「佐賀市障がい者プラン（2020-2023）」

を策定しました。 
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２．障がい者をめぐる動き 

 

時期 事  項 概  要 

H19（2007）.９ 「障害者権利条約」に署名 障がい者に関する初めての国際条約 

H21（2009）.12 障がい者制度改革推進本部の設置 障がい者制度改革に向けた取組の開始 

H23（2011）.６ 「障害者虐待防止法」の成立 虐待の定義、防止策を明記 

H23（2011）.７ 「障害者基本法」の改正 
障がい者の定義の見直し、「合理的配慮」 

の概念や「差別禁止」の明記 

H24（2012）.６ 「障害者総合支援法」の成立 
「障害者自立支援法」の見直し、障がいへの 

難病追加、制度の谷間の解消 

〃 「障害者優先調達推進法」の成立 障がい者就労施設などへの物品等の需要の推進 

H24（2012）.10 「障害者虐待防止法」の施行  

H25（2013）.４ 「障害者総合支援法」の施行  

〃 「障害者優先調達推進法」の施行  

H25（2013）.６ 「障害者差別解消法」の成立 

・「障害者基本法」の差別禁止の概念の具体化 

・障害を理由とする差別的取り扱いの禁止 

・合理的配慮の提供 

〃 「障害者雇用促進法」の改正 雇用分野における差別禁止の具体化 

H26（2014）.１ 「障害者権利条約」の批准  

H28（2016）.４ 「障害者差別解消法」の施行  

H28（2016）.５ 
「成年後見制度利用促進法」の 

施行 

国において成年後見制度利用促進基本計画の 

策定及び成年後見制度利用促進会議等の設置 

H28（2016）.６ 
ニッポン一億総活躍プラン 

の閣議決定 

・障がい者、難病患者、がん患者等の活躍支援 

・地域共生社会の実現 

H28（2016）.７ 
「我が事・丸ごと」地域共生社会

実現本部の設置 

「我が事・丸ごと」の地域づくり・ 

包括的な支援体制の整備 

H28（2016）.８ 「発達障害者支援法」の改正 発達障害者支援地域協議会の設置 

H30（2018）.４ 
「障害者総合支援法」及び 

「児童福祉法」の改正 

・自立生活援助の創設、就労定着支援の創設、 

 居宅訪問型児童発達支援の創設 

・高齢障がい者の介護保険サービスの円滑利用 

・障がい児のサービス提供体制の計画的な構築 

 （「障害児福祉計画」の策定） 

・医療的ケアを要する障がい児に対する支援 
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３．法令の根拠、計画の位置づけ 

本計画は、改正された「障害者基本法」（第 11 条）に基づく「市町村障害者計画」です。 

「佐賀市総合計画」を上位計画とし、「佐賀市地域福祉計画」を踏まえ、国の「障害者基本

計画」及び「佐賀県の佐賀県障害者プラン」に即しながら策定していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．目標年度と計画期間 

本計画は、目標年度を令和５年度（2023 年度）とした、４年間（令和２年度（2020 年

度）から令和５年度（2023 年度））の計画であり、計画期間の途中であっても必要に応じ見

直すものとします。 

 

 

  

（年度） 
Ｈ27 

（2015） 
Ｈ28 

（2016） 
Ｈ29 

（2017）
Ｈ30 

（2018）
Ｈ31 

（2019）
Ｒ２ 

（2020）
Ｒ３ 

（2021） 
Ｒ４ 

（2022） 
Ｒ５ 

（2023）

佐賀市 
障がい者プラン 
(障害者基本法) 

         

佐賀市 
障害福祉計画 
(障害者総合 
支援法) 

         
第６期佐賀市障害福祉計画 

第２期佐賀市障害児 

福祉計画 

第５期佐賀市障害福祉計画 

第１期佐賀市障害児 

福祉計画 

佐賀市障がい者プラン 
（Ｈ27（2015）～Ｈ31（2019））

第４期佐賀市 
  障害福祉計画 

佐賀市障がい者プラン 
（Ｒ２（2020）～Ｒ５（2023））

国 

 

 

佐賀県 

 

 

障害者基本計画 

佐賀県障害者プラン 
佐賀市障害福祉計画 

佐賀市障害児福祉計画 

佐
賀
市
地
域
福
祉
計
画 

佐賀市障がい者プラン 

佐 賀 市 総 合 計 画 
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５．計画の策定体制 

本計画の策定にあたっては、障がい者と、家族・介助者に「障がい者の福祉ニーズ（現状

と要望）」に関するアンケート調査を実施しました。（以下、「アンケート調査」という。） 

さらに、障がい者団体、障がい者家族会や障がい福祉事業所等の関係機関・団体にヒアリ

ング調査を実施し、障がい者やその家族等の意向把握を行い、計画策定に反映しました。 

以上の結果をもとに、パブリックコメントにおける市民の意見を踏まえ「佐賀市障がい者

プラン策定委員会」で審議し、計画案の策定を行いました。 
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１．佐賀市の人口・世帯数 

（１）総人口の推移 

本市の人口は、平成 30 年（2018 年）10 月１日現在 234,342 人であり、平成７年（1995

年）をピークとして減少を続けています。 

総人口の伸び率を、平成 22 年（2010 年）を１として指数でみると、平成 30 年（2018

年）における本市の伸び率は 0.987 で、佐賀県の 0.964 を上回り、全国の 0.987 と同じ

伸び率となっています。 

 

総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２章 障がい者を取り巻く環境 

資料) 平成 2 年（1990 年）～平成 27 年（2015 年）：国勢調査（10 月 1 日）

     平成 30 年（2018 年）：佐賀県 HP 推計人口（10 月 1 日） 

243,726
246,674

243,076
241,361

237,506 236,372
234,342

200,000

210,000

220,000

230,000

240,000

250,000

260,000

平成2年

（1990年）

平成7年

（1995年）

平成12年

（2000年）

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

平成30年

（2018年）

(人）

（単位：人）
平成2年

（1990年）
平成7年

（1995年）
平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

平成30年
（2018年）

伸び率
(H30/H22)

佐賀市 243,726 246,674 243,076 241,361 237,506 236,372 234,342 0.987

佐賀県 877,851 884,316 876,654 866,369 849,788 832,832 819,110 0.964

全国 123,611,167 125,570,246 126,925,843 127,767,994 128,057,352 127,094,745 126,443,000 0.987
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（２）５歳階級別男女人口 

本市の人口ピラミッドは、少子高齢化が進み、男女とも 65 歳から 69 歳が最も人口の多

い階層となっています。 

 

５歳階級別人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料) 佐賀市 住民基本台帳（平成 30 年（2018 年）9 月末月報）

13 

183 

849 

2,229 

3,738 

4,965 

6,153 

8,314 

7,294 

6,903 

7,032 

7,697 

7,671 

7,133 

6,294 

5,531 

5,744 

5,987 

5,546 

5,592 

5,189 

05,00010,000

100歳以上

95～99歳

90～94歳

85～89歳

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

男性 110,057人
（人）

150 

778 

2,497 

4,709 

5,823 

6,860 

7,477 

9,178 

7,822 

7,579 

7,640 

8,201 

7,950 

7,199 

6,585 

5,509 

5,989 

5,838 

5,404 

5,288 

4,912 

0 5,000 10,000

女性 123,388人
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（３）年齢３区分別人口 

老年化指数は、平成２年（1990 年）から一貫して上昇を続け、平成 12 年（2000 年）

には 100 を超え、平成 30 年（2018 年）には 200 を超えています。これは老年人口の増

加と年少人口の減少によるものです。 

 

年齢３区分別人口構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料） 平成 2 年（1990 年）～平成 27 年（2015 年）：国勢調査（10 月 1 日）

     平成 30 年（2018 年）：【全国】 総務省統計局 人口推計（10 月 1 日） 
【佐賀県】 佐賀県 HP 推計人口（10 月 1 日） 
【佐賀市】 佐賀市 住民基本台帳（9 月末月報） 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

平成2年

（1990年）

平成7年

（1995年）

平成12年

（2000年）

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

平成30年

（2018年）

老年化指数

（Ｃ/Ａ×100）

老年人口指数

（Ｃ/Ｂ×100）

年少人口指数

（Ａ/Ｂ×100）

従属人口指数

（（Ａ+Ｃ）/Ｂ×100）

(指数）

佐賀県 全国

平成2年
（1990年）

平成7年
（1995年）

平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

平成30年
（2018年）

平成30年
（2018年）

平成30年
（2018年）

243,726 246,674 243,076 241,361 237,506 236,372 233,445 819,110 126,443,000

　Ａ.年少人口
　（0～14歳）

48,163 43,552 39,212 36,502 33,762 32,324 31,931 111,516 15,415,000

　Ｂ.生産年齢人口
　（15～64歳）

162,588 163,868 158,464 154,596 147,400 141,105 137,598 461,079 75,451,000

　Ｃ.老年人口
　（65歳以上）

32,786 39,250 45,317 50,175 54,548 60,734 63,916 242,159 35,578,000

老年化指数
（Ｃ/Ａ×100）

68.1 90.1 115.6 137.5 161.6 187.9 200.2 217.2 230.8

老年人口指数
（Ｃ/Ｂ×100）

20.2 24.0 28.6 32.5 37.0 43.0 46.5 52.5 47.2

年少人口指数
（Ａ/Ｂ×100）

29.6 26.6 24.7 23.6 22.9 22.9 23.2 24.2 20.4

従属人口指数
（（Ａ+Ｃ）/Ｂ×100）

49.8 50.5 53.3 56.1 59.9 65.9 69.7 76.7 67.6

（単位：人、指数）

佐賀市

総人口

年
齢
構
成

人
口
構
造
指
数
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（４）世帯数・世帯人員の推移 

平成２年（1990 年）から平成 30 年（2018 年）までの推移をみると、総世帯数は増加

しており、平成 30 年（2018 年）では 96,042 世帯となっています。 

一方、世帯人員は平成２年（1990 年）以降減少の一途をたどっており、平成 30 年（2018

年）では 2.44 人で、佐賀県の平均を下回っています。 

前述した人口推移の分析内容と合わせると、本市は少子高齢化とともに、核家族化や単独

世帯の増加も進行しているといえます。 

 

世帯数・世帯人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（世帯） 

76,495
82,452 85,003 87,731 90,435 93,306 96,042

3.19
2.99

2.86 2.75
2.63 2.53 2.44

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

0

50,000

100,000

150,000

200,000

平成2年

（1990年）

平成7年

（1995年）

平成12年

（2000年）

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

平成30年

（2018年）

総世帯数 世帯人員

（人）

資料） 平成 2 年（1990 年）～平成 27 年（2015 年）：国勢調査（10 月 1 日） 

     平成 30 年（2018 年）：【全国】 総務省統計局 人口推計（10 月 1 日） 
                     【佐賀県・市】 佐賀県HP 推計人口（10月1日）

            

平成2年
（1990年）

平成7年
（1995年）

平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

平成30年
（2018年）

総人口 243,726 246,674 243,076 241,361 237,506 236,372 234,342

総世帯数 76,495 82,452 85,003 87,731 90,435 93,306 96,042

世帯人員 3.19 2.99 2.86 2.75 2.63 2.53 2.44

総人口 877,851 884,316 876,654 866,369 849,788 832,832 819,110

総世帯数 250,178 267,230 277,606 287,166 295,038 302,109 310,323

世帯人員 3.51 3.31 3.16 3.02 2.88 2.76 2.64

総人口 123,611,167 125,570,246 126,925,843 127,767,994 128,057,352 127,094,745 126,443,000

総世帯数 41,035,777 44,107,856 47,062,743 49,566,305 51,950,504 53,448,685

世帯人員 3.01 2.85 2.70 2.58 2.46 2.38

注）世帯人員＝総人口÷総世帯数

佐
賀
市

佐
賀
県

全
国

（単位：人、世帯）
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２．障がい者等の状況 

（１）身体障がい者の状況 

身体障がい者は、１級から 6 級までの等級による身体障害者手帳を受け、施設の入所、補

装具費の支給、更生医療の給付、重度障がい者に対する日常生活用具の給付、ホームヘルパ

ーの派遣などの支援を受けることができます。 

近年、障がいの原因は、交通事故、労働災害によるもののほか、高齢に伴うものが増加し

ています。 

障がい者数の推移をみると、平成 27 年度（2015 年度）を境に減少傾向がみられます。 

障がいの種別では、肢体不自由が最も多く、平成 30 年度（2018 年度）末では全体の

54.0％を占めています。次いで内部障がいが 30.0％を占めています。 

 

身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障がい者の障がい種別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年度
（2014年度）

平成27年度
（2015年度）

平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

視覚障がい 730 709 693 684 673

聴覚・平衡機能障がい 952 931 933 940 973

音声・言語・そしゃく機能障がい 101 94 99 96 95

肢体不自由 6,087 6,110 6,080 5,939 5,879

内部機能障がい 3,048 3,081 3,102 3,164 3,268

計 10,918 10,925 10,907 10,823 10,888

増減率（％） - 0.1 -0.2 -0.8 0.6

視覚障がい 6.7 6.5 6.4 6.3 6.2

聴覚・平衡機能障がい 8.7 8.5 8.6 8.7 8.9

音声・言語・そしゃく機能障がい 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9

肢体不自由 55.8 55.9 55.7 54.9 54.0

内部機能障がい 27.9 28.2 28.4 29.2 30.0

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実数
（人）

構成比
（％）

（単位：人、％）

（各年度3月末現在）

年度
種別

視覚障がい

6.2％

聴覚・平衡機能障がい

8.9％

音声・言語・そしゃく機能

障がい

0.9％

肢体不自由

54.0％

内部機能障がい

30.0％

（平成31年（2019年）3月末現在）
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障がいの等級別身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障がい者の年齢別状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障がい者の年齢別構成比 

 

 

 

 

  

1級 2級 3級 4級 5級 6級 計

視覚障がい 243 215 38 48 88 41 673

聴覚・平衡機能障がい 64 183 113 250 4 359 973

音声・言語・そしゃく機能障がい 4 8 42 41 0 0 95

肢体不自由 762 955 819 1,588 1,307 448 5,879

内部機能障がい 1,929 47 660 632 0 0 3,268

計 3,002 1,408 1,672 2,559 1,399 848 10,888

構成比（％） 27.6 12.9 15.4 23.5 12.8 7.8 100.0

（単位：人、％）

（平成31年（2019年）3月末現在）

等級
種別

18歳未満
18歳以上
65歳未満

65歳以上 計

視覚障がい 10 186 477 673

聴覚・平衡機能障がい 25 176 772 973

音声・言語・そしゃく機能障がい 0 38 57 95

肢体不自由 98 1,577 4,204 5,879

内部機能障がい 34 738 2,496 3,268

計 167 2,715 8,006 10,888

構成比（％） 1.5 24.9 73.5 100.0

（単位：人、％）

（平成31年（2019年）3月末現在）

年齢
種別

18歳未満

1.5％

18歳以上

65歳未満

24.9％

65歳以上

73.5％

（平成31年（2019年）3月末現在）
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（２）知的障がい者の状況 

知的障がい者は、知的機能の障がいが発達期（おおむね 18 歳まで）にあらわれ、日常生

活に支障が生じているため、何らかの特別な援助を必要とする状態にある人で、児童相談所

や知的障害者更生相談所で判定を受けた人をいい、次のように大別されます。 

 

 

 

 

 

障がい者数の推移をみると、近年は微増傾向にあります。 

障がいの程度では、中度・軽度の割合が高くなっています。 

 

療育手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療育手帳所持者の年齢別人数 

 

 

  

① Ａ（最重度・重度） 

② Ｂ（中度・軽度） 

18歳未満 158 167 162 173 152 156 152

18歳以上
65歳未満

592 593 594 575 602 592 590

65歳以上 123 120 133 146 151 153 163

小計 873 880 889 894 905 901 905

18歳未満 294 282 319 338 336 360 369

18歳以上
65歳未満

930 925 927 974 926 950 987

65歳以上 116 117 132 153 158 168 174

小計 1,340 1,324 1,378 1,465 1,420 1,478 1,530

2,213 2,204 2,267 2,359 2,325 2,379 2,435

- -0.4 2.9 4.1 -1.4 2.3 2.4

18歳未満 7.1 7.6 7.1 7.3 6.5 6.6 6.2

18歳以上
65歳未満

26.8 26.9 26.2 24.4 25.9 24.9 24.2

65歳以上 5.6 5.4 5.9 6.2 6.5 6.4 6.7

小計 39.4 39.9 39.2 37.9 38.9 37.9 37.2

18歳未満 13.3 12.8 14.1 14.3 14.5 15.1 15.2

18歳以上
65歳未満

42.0 42.0 40.9 41.3 39.8 39.9 40.5

65歳以上 5.2 5.3 5.8 6.5 6.8 7.1 7.1

小計 60.6 60.1 60.8 62.1 61.1 62.1 62.8

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

平成30年度
（2018年度）

（各年度3月末現在）

（単位：人、％）

平成29年度
（2017年度）

療育手帳Ａ

療育手帳Ｂ

平成25年度
（2013年度）

平成26年度
（2014年度）

平成27年度
（2015年度）

療育手帳Ａ

療育手帳Ｂ

計

構成比
（％）

平成28年度
（2016年度）

実数
（人）

計

増減率（％）

平成24年度
（2012年度）

年度
区分

152

590

163

369

987

174

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

18歳未満 18歳以上

65歳未満

65歳以上

（人）

B

A

（平成31年（2019年）3月末現在）
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（３）精神障がい者の状況 

精神障がい者は、統合失調症、双極性障害、精神作用物質による中毒症又はその依存症、

精神病質等の精神疾患のある人のことをいいます。精神障害者保健福祉手帳は１～３級と等

級区分されており、１級が重度、３級が軽度となっています。 

手帳所持者数は増加傾向にあり、平成 29 年（2017 年）から平成 30 年度（2018 年度）

で 5.0％の増加となっています。構成比をみると 3 級の割合が増えてきています。 

自立支援医療受給者証（精神通院）所持者数も微増傾向にあります。 

 

精神障害者保健福祉手帳等所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神障害者保健福祉手帳等所持者の年齢別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成25年度
（2013年度）

平成26年度
（2014年度）

平成27年度
（2015年度）

平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

1級 119 119 117 118 107 101

2級 896 958 950 986 1,015 1,045

3級 346 389 438 515 534 593

計 1,361 1,466 1,505 1,619 1,656 1,739

増減率（％） - 7.7 2.7 7.6 2.3 5.0

1級 8.7 8.1 7.8 7.3 6.5 5.8

2級 65.8 65.3 63.1 60.9 61.3 60.1

3級 25.4 26.5 29.1 31.8 32.2 34.1

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

増減数（人） - 209 171 202 42 55

増減率（％） - 6.5 5.0 5.6 1.1 1.4

自立支援医療受給者証
（精神通院）所持者数

（単位：人、％）

実数
（人）

構成比
（％）

（各年度3月末現在）

3,235 3,444 3,615 3,817 3,859 3,914

年度
区分

18歳未満

7.3％

（127人）

18歳以上65歳未満

76.9％

(1,338人）

65歳以上

15.8％

（274人）

（平成31年（2019年）3月末現在）
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1,880  1,939 
1,788  1,819 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

(人)

（４）難病患者の状況 

 「難病の患者に対する医療等に関する法律（以下「難病法」という。）」に基づく指定難病

※１（333 疾患）の医療費受給者証の交付状況をみると、本市の総数は平成 30 年度（201

８年度）で 1,819 人となっています。 

 疾病名で最も多いのは、平成 30 年度（2018 年度）でパーキンソン病関連疾患（296 人）

であり、以下、潰瘍性大腸炎（260 人）、全身性エリテマトーデス（131 人）となっていま

す。 

 医療費受給者証の交付人数は、これまで増加傾向にありましたが、平成 29 年度（2017

年度）に減少しています。また、平成 28 年度（2016 年度）まで最も多かった潰瘍性大腸

炎は、平成 29 年度（2017 年度）以降パーキンソン病関連疾患よりも少なくなっています。 

これは、平成 30 年（2018 年）1 月１日から「重症度分類」が導入され、軽症者が対象

から外れたことが影響していると考えられます。 

また、令和元年（2019 年）7 月１日から医療費助成等の対象となる指定難病は、331 疾

患から 333 疾患に拡大されており、「障害者総合支援法」における難病の対象は 359 疾患

から 361 疾患に拡大されています。 

 なお、平成 30 年（2018 年）1 月 1 日から、障がい福祉サービス等の受給申請を行う際

に、難病医療費助成の却下通知を診断書等に代えて、指定難病に罹患していることを示す証

明として使用できるようになっています。 

 

 

特定医療費受給者証交付数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※H27（2015）.1.1 以前は「特定疾患医療受給者証」 

（各年度 3 月末現在） 

資料）佐賀中部保健福祉事務所管内 保健・福祉・衛生情報 

（2015年度） （2016年度） （2017年度） （2018年度）
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特定医療費受給者証交付で多い疾病 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）佐賀中部保健福祉事務所管内 保健・福祉・衛生情報

①潰瘍性大腸炎 346 ①潰瘍性大腸炎 341 ①パーキンソン病関連疾患 290 ①パーキンソン病関連疾患 296

②パーキンソン病関連疾患 271 ②パーキンソン病関連疾患 292 ②潰瘍性大腸炎 265 ②潰瘍性大腸炎 260

③全身性エリトマトーデス 141 ③全身性エリトマトーデス 145 ③全身性エリトマトーデス 133 ③全身性エリトマトーデス 131

④クローン病 93 ④クローン病 91 ④クローン病 84 ④クローン病 90

⑤後縦靭帯骨化症 77 ⑤後縦靭帯骨化症 81 ⑤後縦靭帯骨化症 71 ⑤後縦靭帯骨化症 69

計 928 計 950 計 843 計 846

（単位：人）

平成27年度
（2015年度）

平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

※１ 指定難病 難病のうち厚生労働省が特に定めたもの。発症の機構が明らかでなく、治療方法が確立していな

い希少な疾患であって、長期の療養を必要とする難病であり、さらに患者数が一定数に達せず、客観的な診断基

準が成立していること、その他厚生労働省で定める要件を満たしているもののうち、効果的な治療方法が確立され

るまでの間、長期の療養による医療費の経済的な負担が大きい患者に良質かつ適切な医療の確保を図る必要性

が高いものが指定される。 
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ともに生き ともにかがやくまち さが 

  

１．基本理念 

【基本理念】 

 

 

 

 

本市においては、これまで平成 27 年度（2015 年度）から平成 31 年度（2019 年度）

までを計画期間とした「佐賀市障がい者プラン」に基づき、障がい者福祉サービスの整備と

適切な供給をはじめ、障がい者の方々が地域の中で生活を続けていくことができるよう、様々

な環境整備を進めてきました。 

国においても、「障害者自立支援法」から「障害者総合支援法」への改正により、障がい者

の自立に向けた基本施策は継続されており、このほかにも「障害者基本法」の改正、「障害者

虐待防止法」や「障害者差別解消法」等の制定により、障がい者の人権の尊重と、共生社会

の実現に向け、一層の取り組みが進められています。 

その一方で、これまで本市が実施してきた障がい者の相談支援や、計画策定に先立ち実施

したアンケート調査、ヒアリング調査等で把握した障がい者を取り巻く環境は、現在もなお

厳しい状況にあることが改めて認識されました。 

また、近年では東日本大震災や熊本地震、西日本豪雨や本年（令和元年（2019 年））の佐

賀県内をはじめとする豪雨被害や度重なる台風の被害など、災害時の避難などにおける地域

のつながりの大切さが改めて認識されており、障がいと障がい者を理解し、ともに支え合い、

つながりを深め、共生社会を創造していくことがさらに求められています。 

こうした障がい者を取り巻く状況を受け、本計画における基本理念は、『ともに生き とも

にかがやくまち さが』として、障がい者・児の方々への支援を進めていきます。 
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２．障がい者施策の課題整理 

障がい者を取り巻く状況の整理、アンケート調査、ヒアリング調査、計画策定委員会ワー

クショップの結果から、課題を以下のように整理します。 

 

１．障がい者の状況に応じた支援 

 障がい者が地域で安心して暮らしていくためには、地域の理解のもと、障がい者を支援す

る家族をはじめ、医療、保健、福祉、教育の専門機関などと連携した総合的な支援が必要で

す。特に発達障がい、高次脳機能障がい、医療的ケアが必要な重症心身障がい、難病などの

特性の周知、個々の特性に合わせた福祉サービス等の確保が求められています。 

また、8050 問題に象徴されるように、障がい者、さらに介助する人の高齢化が進行して

いることから、今後は地域の中で自立した生活を送ることができるよう、障がい者の状況を

把握し、ライフステージや障がいの特性に応じた支援が必要となります。よって、地域の障

がい者の状況を的確に把握し、必要な支援につなげていく体制の整備が課題となります。 

 

２．障がい者への情報提供・相談支援体制 

 本市では「障がい者福祉サービスのご案内」をはじめとして、障がい者への福祉サービス

の案内等を分かりやすく情報提供するよう努めてきました。また、佐賀市、神埼市及び吉野

ケ里町の 2 市 1 町の委託による「佐賀地区障がい者総合相談窓口」の設置など、障がい者や

その家族等からの各種相談に応じ、それに必要な情報の提供や助言を行う取り組みを進めて

きました。 

しかしながら、障がい及び障がい者の特性はさまざまであり、また、調査結果からは、当

事者や家族がどこに相談してよいかわからないケースも見受けられました。よって今後は、

障がい者の特性に配慮しながら、必要な人たちに情報提供、または相談につなぐことのでき

るような工夫と、適切な情報の伝達手段について検討を重ねていく必要があります。 

 さらに、相談体制を充実し周知を進めるとともに、相談員の専門性を高めるなどの必要が

あります。一方では、福祉に関する人材の確保が困難になっていく状況から、人材の確保に

向けた取り組みも必要となっています。 

 

３．障がい福祉サービスの充実 

 障がい者の在宅生活を支えるために、居宅介護等の訪問系、生活介護等の日中活動系など

のサービスの充実を図る必要があります。特に、障がい者の家族等が緊急な用件等で見守る

ことができない場合には、いつでも受け入れ可能なショートステイや、居住機能を確保する

ためのグループホーム等の整備が求められます。 

 このほか、福祉に関わる人材不足が深刻になっていることから、事業者に対し、人材の登

用・育成に関する支援を進めることも必要になっています。 

 また、これらに関する取り組みについては、「佐賀市障害福祉計画・佐賀市障害児

福祉計画」が示す障がい福祉サービスの整備方針と整合性を図りながら進めていく

必要があります。 
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４．難病患者の支援 

 「障害者総合支援法」における難病の対象は現在 361 疾患ありますが、これらが障がい福

祉サービスの給付対象となることへの理解は、十分に進んでいるとはいえません。よって今

後は、難病に対する理解と、難病が障がい福祉サービスの利用対象となることの周知を進め

る必要があります。 

また、突然難病になった場合に、その後の日常生活や医療との関わりなどについて不安を

抱える人も多いようです。一方で、難病に対応できる専門機関や人材は不足しており、これ

を補完する県外施設などとの連携、難病患者への理解と就労支援、経済的な支援、佐賀県難

病相談支援センターとの一層の連携が必要となっています。 

 

５．障がい児支援の充実 

 発達障がいに関する認識が高まり、障がい児の数も増加の傾向がみられる今日には、障が

い児の早期発見を図り、関係機関に適切につないで対応していくことが求められます。その

ために、福祉と教育、医療が連携し、障がいのある子どもの早期発見に努め、特別な支援が

必要とされる児童・生徒へ適切な生活支援と、教育・保育の提供を進めていくことが必要で

す。 

また、早期発見と早期の対応のためには、保護者の障がいに対する理解が不可欠であるた

め、理解の促進、相談に応じることのできる体制の充実を図る必要があります。 

 そのほか、障がいのある児童生徒が学校を卒業したのち、生活自立のための就労につなげ

ていくことも必要です。 

 

６．障がい者の就労支援 

 障がい者の生活自立、社会参加、生きがいづくりに向けて、就労は必要なものとなります。

そのため、事業者の障がい者への理解に基づく雇用の促進、労働環境整備が必要です。また、

就労継続支援事業の工賃アップを含めた事業の推進と、適正な事業運営、一般就労に向けた

就労移行支援の充実等が求められます。 

 

７．活動・支援拠点の整備 

 アンケート調査やヒアリング調査の結果からは、障がい者と地域の人たちとの交流機会や

場の提供、支援する方々を含めた活動の場の整備が必要であるとされています。障がい者の

社会的な活動の場、創作活動、生産活動、交流の場の一つが地域活動支援センターですが、

実施個所数の減少もあり、その利用者は減少しています。障がい者の活動拠点の整備、また

それを支援する方々の拠点整備が必要となっています。 

 

８．文化・芸術、スポーツ等の活動支援 

 障がい者の生活の充実を図り、心身の健康維持・健康増進のための活動の支援が

求められています。このために、障がい者の文化・芸術、スポーツ等の活動の場の

提供と、活動支援、また地域の住民の方々とともに参画できる環境の整備も必要で

す。 
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９．障がい者が活動しやすい環境整備 

 アンケートやヒアリング調査の結果から、障がい者の方々が、外出時の移動手段や介助に

ついて不便や不足を感じている状況がみられました。障がい者が安心して外出でき、また、

その利便性を向上させることで、社会参加を促進していく必要があります。 

そのほかにも、歩道、公共施設等の段差解消や、公共交通機関のバリアフリー化なども求

められています。 

 

１０．障がい者の権利擁護・理解促進・啓発 

 障がい者への差別や偏見をなくし、障がいや障がい者への理解を深める必要があります。 

国では「障害者差別解消法」を制定し、本市においても障がいを理由とする差別的取り扱

いの禁止、合理的配慮の不提供の禁止、差別を解消するための啓発、情報収集等の支援措置

を行うことなどに取り組んできましたが、未だその成果が十分であるとはいえません。 

今後は、「障害者差別解消法」の一層の周知や適切な運用を推進する必要があるとともに、

広く市民の方々に対する啓発や、早い段階での教育活動が必要です。 

また、障がい者の人権を尊重する権利擁護の視点から、権利擁護事業の普及に関する取組

も必要となっています。 

 

１１．地域共生社会の推進 

 障がい者を含む地域住民それぞれが結び付き、ともに支え合いながら共生を進めていく地

域共生社会の形成が求められています。 

「第２次佐賀市総合計画」の中では、障がい者福祉に関する目標として「共生社会をめざ

す障がい者福祉の充実」を掲げており、その実現のためにも、障がいの有無に関わらず、市

民が互いに尊重し合い、地域社会においていきいきと生活できる環境整備が必要です。 

よって今後は、地域住民が相互に理解し、協力し合うことのできる体制づくりが必要であ

り、そこでは地域の医療、福祉、行政等が住民とともに連携していくことのできるしくみも

必要となります。 

 

１２．災害時等の緊急時の支援体制の構築 

 災害の恐れがある場合に、障がい者に情報を伝達し、近隣の協力のもと速やかな避難が行

える体制を構築する必要があります。そのため、障がい者本人やその協力者、医療・福祉等

と連携した防災訓練や福祉避難所の設置推進が必要となっています。 

 また、地域の中で支援を必要とする方々の情報を把握し、緊急時の避難体制につなげてい

くことも必要です。 
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３．目標 

 課題整理を踏まえ、基本理念を実現するために、計画の目標を次のように定めます。 

 

１．きめ細かい障がい福祉サービス等の提供 

 ・障がい福祉サービスの周知促進と、事業者情報を含めた情報提供、日常生活の困りごと

から緊急時における相談支援の充実、そのための相談員の確保と質の向上を図ります。 

 ・障がい福祉サービスの適切な提供ができるように、提供体制の充実・強化を図ります。 

 ・早期の発見・対応、保護者の理解が必要となる、発達障がいに関する相談体制の充実を

図ります。 

・難病に関する理解を深め、適切な医療の提供、就労支援、経済的な支援について、関係

機関と連携しながら国の支援も含めた取り組みを進めます。また、これらを推進する佐

賀県難病相談支援センターとの連携を図り、難病患者の相談に関する体制の充実を進め

ていきます。 

 

２．障がい児の未来に向けたしくみづくり 

 ・障がい児に必要な支援に適切につなぎ、障がい者とその保護者に対し、きめ細かな相談

支援を、幼・保、小中の連携の下で支援します。 

・障がい児の発達段階に応じ、切れ目無く必要な支援や見守りが受けられる体制づくりを

進めます。 

・インクルーシブ教育（障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ教育）の視点から、

小・中学校における通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といっ

た、連続性のある多様な学びの場を提供できる体制の整備に努めます。 

 ・特別支援学校卒業時における就労に向けた相談支援の充実を図るとともに、就労に向け

た教育の充実を働きかけます。 

 

３．生きがいを持って働ける場づくり 

 ・障がい者が充実した日々を過ごし、生きがいを持って活動できるように、企業等の障が

い者への理解を図りながら、障がい者雇用の促進を図ります。 

 ・「障害者総合支援法」に基づく就労継続支援事業の適切な運営を図るとともに、一般就労

に向けた就労移行支援の充実を図ります。 

 ・就労による日常生活の自立を目指し、就労継続支援事業の工賃アップや仕事の獲得に向

けた支援を行います。 
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４．多様な活動の振興・場づくり 

 ・障がいの有無に関わらず、市民が様々な形で文化・芸術、スポーツに参画できるような

活動の振興を図ります。 

・障がい者が、日常生活の中で社会的に活動でき、交流できる場所の整備を図ります。また、

障がい者やその家族が集まることのできる場所の整備に向け、施設利用にかかる負担の軽

減を図ります。 

・障がい者の日中活動の場所として、「障害者総合支援法」に基づく地域活動支援センター

の充実を図ります。 

 

５．活動しやすい安全・安心なまちづくり 

 ・障がい者の住まいの確保を図るとともに、段差解消など住みやすい住宅環境の整備を促

進します。 

 ・安心して外出できる歩道等の野外空間のバリアフリー化を促進し、障がい者に配慮した

自転車駐輪・駐車場の利用等を推進します。 

 ・障がい者が安心して利用できる移動手段の確保に向けた検討を行います。 

 ・公共施設等のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン等を推進します。 

 

６．わかりあえるまちづくり 

 ・「障害者の権利に関する条約」（障害者権利条約）の批准、「障害者虐待防止法」の施行、

「障害者差別解消法」の成立を踏まえて、障がい者の人権と自由の享有を確保する取り

組みを進めます。 

 ・そのために、障がいと障がい者への理解を深め、人権を尊重する意識の啓発に取り組み

ます。さらにコミュニケーションの向上に向けた一層の支援を行います。 

 

７．いつでもつながる 支え合う体制づくり 

 ・地域住民と障がい者がつながり、避難支援の必要性などの情報を共有し、緊急時の避難

支援など、支え合うことのできる体制の構築を目指します。 

 ・いつでも、つながり、支え合える地域共生社会の形成を促進します。 
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【基本理念】 

ともに生き ともにかがやくまち さが 
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２．障がい者への情報提供・相談支援体制 

３．障がい福祉サービスの充実 

４．難病患者の支援 

５．障がい児支援の充実 

６．障がい者の就労支援 

７．活動・支援拠点の整備 

８．文化・芸術、スポーツ等の活動支援 
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基本理念 基本目標

と
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に
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や
く
ま
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情報提供の充実 １

相談支援の充実 ２

障がい福祉サービス等の充実３

障がいの早期発⾒・早期療育・相談支援１

就学前保育・学校教育との連携２

障がい児の進路相談・就労支援３

一般就労の促進 １

福祉的就労支援の充実 ２

障がい者の文化的活動・スポーツ振興１

交流活動の振興 ２

住宅の整備１

公共施設等のバリアフリー化の推進２

障がい者に配慮したまちづくりの推進３

情報の⼊⼿に関する利便性の向上と
意思疎通支援 １

障がいを理由とする差別解消の推進２

権利擁護の推進・虐待の防止３

地域の支援体制づくり １
障がい者・家族の交流の場づくり・
活動支援２

防災・防犯対策の推進 ３
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①障がい福祉サービスのわかりやすい情報提供 ②障がいの種別に応じた情報提供 

①相談支援体制の整備         ②障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく相談支援体制の確立 
③難病患者への相談支援の実施         ④発達障がい者に関わる相談支援の充実 
⑤高次脳機能障がいに関わる関係機関の連携促進 ⑥障害者相談員の資質向上 
⑦佐賀地区自立支援協議会の活動の強化 

①各種サービスの周知と利用促進 ②福祉用具の普及と支援  ③障がい福祉サービス等の充実 
④精神保健・医療の適切な提供  ⑤難病に関する支援の推進 

①乳幼児健康診査の充実・早期発見    ②保護者等への障がいや支援制度に関する情報提供 
③医療、保健、療育、福祉などの連携強化 ④障がい児への相談支援の体制づくり 
⑤療育の適切な実施           ⑥医療的ケア児などへの対応   ⑦切れ目のない支援の充実 

①保育所（園）等への受け入れの促進 ②就学支援        ③インクルーシブ教育の推進 
④特別支援教育の推進        ⑤障がい児教育の情報提供 ⑥学校施設・設備の整備       
⑦放課後等デイサービスの充実 

①進路相談の支援     ②就労の再チャレンジを継続的に支援 

①障害者雇用率制度の促進  ②就労・生活支援機関との連携 ③佐賀市における雇用の促進 
④ジョブコーチなどの各種支援制度の普及啓発 

①就労支援相談員による相談の受け付け ②就労移行支援事業の利用の推進 
③就労継続支援事業の利用の支援    ④工賃向上の支援 

施 策 の 方 向 

①文化・芸術活動の振興 ②スポーツ・レクリエーション活動の推進 

①公営住宅の供給 ②グループホームの充実 ③住宅改修支援の推進  

①バリアフリー化の推進 

①地域における見守り・支え合いの推進 ②地域活動への参加促進 ③福祉教育の推進 

①障がい者と家族の集まりの場づくり  ②障がい者を支援するボランティア活動の推進 

①災害時の避難支援体制の整備       ②事前の防災対策の推進 
③避難所におけるバリアフリー化整備     
④消費者被害やトラブルに巻き込まれない地域住民の見守り 
⑤消費者トラブルの防止及び消費者被害からの救済 

①障がい者と地域住民等との交流        ②障がい者団体と地域との交流促進 
③市民活動団体、企業等との協働の仕組みづくり ④社会的活動・交流の場の整備 

①権利擁護の法制度の周知・啓発と行政サービス等における配慮 ②専門職の研修 
③成年後見制度の周知・活用                 ④日常生活自立支援事業の周知・活用 
⑤佐賀地区障がい者権利支援センターの周知・活用       ⑥シェルターの確保と受入体制の整備 

①道路環境の整備 ②ユニバーサルデザインの推進 

①情報や意思疎通支援機器の給付・利用支援 ②手話通訳者・要約筆記者等による支援 

①「障害者差別解消法」への対応 ②「障害者雇用促進法」への対応 ③周知・啓発活動 
④行政等における配慮の充実 
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１．情報提供の充実 

【現状と課題】 

・アンケート調査では「行政からの福祉サービスや制度に関する情報提供」を求める意見が

あり、ヒアリング調査の結果からは「どのようなサービスがあり、何が使えるのかわから

ない」という障がい者やその家族もいるという意見も出されました。また、「事業者に関す

る情報を提供してほしい」との意見も出されています。 

・難病患者については、障害者総合支援法により障がい福祉サービスが利用できることにな

っていますので、この周知についても進めていく必要があります。 

 

【施策の方向】 

① 障がい福祉サービスの分かりやすい情報提供 

・広報誌やホームページ、職員出前講座やリーフレットの配布などを通して、障がい者に関

する法律や制度、障がい福祉サービスや相談窓口について情報提供を行います。 

・相談時や、障害者手帳の交付時に「障がい者福祉サービスのご案内」等を活用し、多様化

する障がい福祉サービスや支援策についてわかりやすく説明を行います。 

・情報提供の内容を見直し、誰にでもわかりやすい表現にするなど、追加・改訂を行い、情

報提供の拡大を図ります。 

 

② 障がいの種別に応じた情報提供 

・視覚障がい者、聴覚障がい者等、意思疎通を図ることに支障がある人への情報伝達のため、

手話、要約筆記、音声ガイド等の充実を図ります。 
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２．相談支援の充実 

【現状と課題】 

・障がい者やその家族に対しては、相談を通じて状況を把握することで、専門的な機関や、

福祉サービスの提供など必要な支援につなげていくことができます。また、障がい児とそ

の家族に対しては、成長過程に応じて専門的なアドバイスや支援が必要とされます。 

・近年では、発達障がいについての認識が高まり、これに伴い専門的な相談機関の必要性が

高まっています。 

・また、アンケート調査の結果からも、障がい者の介助は家族に偏っている状況が伺われま

すが、家族の高齢化が進むことで今後の介助は厳しくなっていき、支援が必要とされます。 

・このような、障がい者やその家族からの様々な相談に対応するため、市福祉事務所、県中

部保健福祉事務所、県・市社会福祉協議会などの相談機関があります。また本市では、神

埼市及び吉野ケ里町の 2 市 1 町が合同で、「佐賀地区障がい者総合相談窓口」を設置して

おり、障がい者やその家族等からの各種相談に応じ、必要な情報の提供や助言を行ってい

ます。 

・さらに、庁内に「福祉まるごと相談窓口」を設置し、高齢・障がい・子育て・生活困窮等

の福祉に関わる複数の問題を抱えているご家庭からの相談について、専門機関等へつなぐ

等の支援を行っています。 

・しかしながら、アンケート調査の結果からは、身近な親族や知人以外の専門機関に対する

相談の割合は低く、また、ヒアリング調査の結果からは、どこに相談してよいかわからな

いケースがあることも指摘されており、相談体制の整備とともに、窓口の周知を図る必要

性も高くなっています。 

 

【施策の方向】 

① 相談支援体制の整備 

・障がい者が普段利用している事業所、おたっしゃ本舗、あるいは地域の民生委員児童委員

等、本人やその家族が関わる身近な関係機関等から公的支援へつないでいく連絡体制を強

化します。 

・相談内容の多様化や不安解消のため、専門的な相談に応じる更生相談所や、児童相談所、

精神保健福祉センターとの連携を強化します。 

・佐賀地区障がい者総合相談窓口の周知を図ります。 

・研修やイベントへの参加等を通して、庁内での相談員の確保、また事業所における相談員

の確保に関する支援を行います。 

・「親亡き後」を見据えて、本人の意思を尊重した支援につなげるために、相談支援専門員の

スキルアップに向けた研修、講座の受講等に関する支援を行います。 
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② 障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく相談支援体制の確立 

・障害者総合支援法及び児童福祉法（以下「障害者総合支援法等」という。）に基いて策定し

た「佐賀市障害福祉計画・佐賀市障害児福祉計画」に即して、障がい福祉サービス利用計

画の策定における計画相談支援、病院や施設から退院・退所して自宅や地域へ移行する際

の様々な相談や、地域移行支援・地域定着支援の相談に応じる体制を確立します。 

 

③ 難病患者への相談支援の実施 

・難病患者の方が地域生活を安心して送るために、佐賀県難病相談支援センターや佐賀大学

医学部附属病院をはじめとする関係機関と連携を図り、障がい福祉サービスの利用などに

関する相談に応じます。 

 

④ 発達障がい者に関わる相談支援の充実 

・肥前精神医療センターや、佐賀県発達障害者支援センター等の関係機関と連携を図りなが

ら、発達障がいの社会的理解を深めるための広報、診断や療育等の各支援サービスの紹介

などを行います。 

 

⑤ 高次脳機能障がいに関わる関係機関の連携促進 

・高次脳機能障がいに対する支援ニーズに対応するため、佐賀県高次脳機能障害者相談支援

センターぷらむや佐賀大学医学部附属病院、佐賀県地域生活リハビリセンター等と地域の

関係機関の連携を促進します。 

 

⑥ 障害者相談員の資質向上 

・庁内外での研修等を通し、市の障害者相談員の資質向上を図ります。 

・各機関、市民活動団体、ボランティアや障がい者の身近な相談相手となる障害者相談員の

人材養成・資質の向上を図ります。また、近年では福祉に関わる人材が不足していること

から、人材育成等を通して人材確保に係る支援も行っていきます。 

 

⑦ 佐賀地区自立支援協議会の活動の強化 

・佐賀地区自立支援協議会は、地域の関係者が集まり、個別の相談支援の事例を通じて明ら

かになった地域の課題を共有し、その課題を踏まえて地域のサービス基盤の整備を進めて

いく役割を担っています。本市では、地域の障がい者に関する情報収集、関係機関との連

携を図る上での支援を行い、協議会の機能強化を図っていきます。 

・自立支援協議会の中で、先進事例等の情報共有、また福祉人材・マンパワーの不足、心の

バリアフリーの問題点等、現在問題となっている様々な福祉課題のテーマについて協議を

行い、福祉課題の共有と、今後の取組みに向けた意識の啓発を進めていきます。 
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３．障がい福祉サービス等の充実 

【現状と課題】 

・本市では、障害者総合支援法等に基づき、「佐賀市障害福祉計画・障害児福祉計画」を策定

し、計画期間内における障害福祉サービス、地域生活支援事業等の必要量を見込み、その

確保と必要な取り組みを進めています。 

・また近年では、これらの計画の中で、発達障がいや難病患者などへの支援に対する取り組

みを充実させることが求められており、こうした制度の改正やサービスの提供に関する情

報は、市のホームページやパンフレット等を通じて提供しています。 

・しかし、アンケート調査やヒアリング調査の結果からは、サービスの支給量や範囲の拡大

に関する要望、佐賀市で不足しているサービスに関する指摘や、事業者の不足、事業者情

報の提供に関する要望もみられました。 

・また、事業者についても、近年の福祉人材の不足による影響が出ており、業務の効率化に

関する支援や、人材確保に関する支援等が必要になっています。 

 

【施策の方向】 

① 各種サービスの周知と利用促進 

１）移動における支援 

・障がい者の日常生活や社会参加を支援するために、鉄道、バス、タクシー等の運賃割引を

はじめとする優遇制度の周知に努めます。 

・地域生活支援事業における移動支援事業について、サービス提供事業所の拡充に努めます。 

・障がい者それぞれの特性によって異なる移動に関するニーズを把握し、移動に関する各種

支援の利便性向上に努めていきます。 

・公共交通機関について、障がい者を含め、高齢者などの多くの市民の移動の利便性向上を

図ります。 

２）身体障がい者補助犬の同伴による施設利用の促進 

・身体障がい者の社会参加を推進するために、市民に対し、広く身体障害者補助犬制度（盲

導犬、介助犬、聴導犬）の周知と理解促進を図ります。また、市内の事業所向けに、啓発

資料の配布や研修機会の提供を行うことで、障がい者の補助犬を伴う出入りや利用に関す

る理解の促進と利用の拡大、利便性の向上を図ります。 

３）各種サービスの利用促進 

・有料道路通行料金、税金、ＮＨＫ受信料等の優遇措置の周知を図ります。 
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② 福祉用具の普及と支援 

・障がい者自身の持っている機能を最大限活用し、不足する部分を「支援」する補装具等の

福祉用具の周知と、購入や修理、貸与に要する費用の一部を支給します。 

・在宅の障がい者に日常生活の便宜を図るため、入浴補助用具などの日常生活用具の給付を

行い、自立した生活を送る支援を行います。 

 

③ 障がい福祉サービス等の充実 

１）訪問系サービスの実施 

・障がい者の居宅での介護、外出時の移動支援等について、障がいの種別や程度に応じた適

切なサービスの提供を、利用者の要望を把握し、事業者、関係機関との連携のもとに実施

します。 

２）日中活動系サービスの実施 

・常に介護を必要とする障がい者に、昼間の介護、家事、生活等に関する相談・助言その他

の日常生活上の支援、創作的活動や生産活動の機会の提供等を行います。また、医療と常

時介護を必要とする障がい者に、医療機関での機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び

日常生活の世話等のサービス提供について、医療機関との連携のもと実施します。 

・自立した日常生活又は社会生活ができるように、身体機能、または生活能力の向上のため

に必要な訓練等のサービスについて、事業者、関係機関との連携のもとに実施します。 

３）居住系サービスの実施 

・夜間や休日、共同生活を行うグループホームについて、量的・質的な充実を図り、相談支

援や日常生活上の援助及び介護等の提供を行うサービスについて、事業者、関係機関との

連携のもとに実施します。 

４）地域で安心して暮らすための支援体制の整備 

・障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（相談、体験

の機会・場、緊急時の受入・対応、専門性、地域の体制づくりなど）を整備し、障がい者

が地域で安心して暮らすための支援体制を整備します。 

５）地域活動支援センター事業の推進 

・障がい者の創作的活動または生産活動の機会提供、社会との交流の促進を図るための地域

活動支援センター事業を実施し、活動の支援を行います。 

６）医療と福祉の連携の推進 

・障がい者等の地域移行が進む中、在宅での自立した生活を送ることができるよう、医療と

福祉の連携を進めます。 
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④ 精神保健・医療の適切な情報提供 

・各種相談支援を通じて精神疾患に関する状況を把握し、必要に応じて医療機関や公的制度

による支援についての案内を行います。 

・保健所等と連携して自立支援につなげていくなど、個々のケースに応じた情報提供や関係

機関へのつなぎを行います。 

 

⑤ 難病に関する支援の推進 

・佐賀県難病相談支援センター等の関係機関と連携し、難病患者が障がい福祉サービスを利

用できることについて周知を進め、適切なサービス利用につなげます。 
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１．障がいの早期発見・早期療育・相談支援 

【現状と課題】 

・現在、本市では、妊婦健診、乳児健診、１歳６か月児健診、３歳児健診を行っています。

特に１歳６か月児健診及び３歳児健診では、発達障がいの早期発見を目的に佐賀県が独自

に開発した「二次問診票」を用いて、スクリーニングを行っています。 

・就学前の障がい児に対する通所による療育の場として、児童発達支援が行われています。

また、就学中の障がい児の放課後や休日の活動の場として、放課後等デイサービスも行わ

れています。サービスニーズの高まりに応じ、これらの事業所を確保し、適切な利用に結

びつける支援が必要です。 

・障がい児への相談支援は、一般的な相談をする場として「佐賀地区障がい者総合相談窓口」

があり、障がい福祉サービス等を利用するためのサービス等利用計画の作成は、指定特定

相談事業所、または指定障害児相談支援事業所が対応しています。 

・発達障がい児への対応は、できるだけ早期に発見し、早い段階で療育等の適切な支援に結

びつけることにより、その症状の改善や社会への適応力を高める効果が期待されます。様々

な社会資源が連携しながら、障がい児の早期発見、早期療育につなげることが必要です。

しかしながら本市では、発達障がい児に対する専門的な療育を提供できる人材や施設は限

られており、一部療育施設では、長期間の待機が発生していました。このような現状を受

け、平成２９年度には、就学前の発達障がい児を対象とした早期療育を行う施設として市

直営の児童発達支援事業所「クラスルームといろ」を設置しました。 

・保護者が障がいに対する理解を深め、家庭内のよりよい養育環境を整えることが、子ども

の成長を相乗的に高めることにつながることから、保護者に対する障がいへの理解促進に

努めていく必要があります。 

・このほか、乳幼児期から就学時、その後卒業時、成人に至るまで、切れ目のない支援を行

うことができる体制づくりが求められています。 

・障がい児から障がい者へと福祉サービスが移行する時点では、それぞれに受けられるサー

ビスの種類や内容が異なることで、本人や家族が混乱をきたす場合もあります。ライフス

テージを見越したスムーズなサービスの移行が必要です。 

 

【施策の方向】 

① 乳幼児健康診査の充実・早期発見 

・「二次問診票」を用いたスクリーニングなど独自の取り組みを盛り込みながら、乳幼児健康

診査を通じて、障がいの早期発見に努めます。 

・乳幼児健康診査時に、気になる子どもの保護者への声かけや相談を通じて、障が

いの早期発見につなげます。 
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② 保護者等への障がいや支援制度に関する情報提供 

・障がいのある子どもの早期発見と、その後の福祉や医療をはじめとする適切な支援につな

げていくためには保護者の理解が不可欠です。そのため、保護者等に対し、障がいや支援

制度について理解が促進されるよう、パンフレットの作成や研修会の開催、健診時等にあ

わせた情報提供や相談など、積極的な情報提供に努めます。 

・保護者等への理解促進と心身の負担軽減を図るため、親の会などと連携し、障がいのある

子どもがいる保護者からのピアサポート（同じ問題を抱える人同士が、それぞれの体験や

考えなどを語り合うことによって支え合うこと）や、カウンセリングが受けられる場・機

会の情報を提供します。 

 

③ 医療、保健、療育、教育、福祉などの連携強化 

・子どもの障がいへの気づき、その後の見守り、支援に向けて、関係機関による連携を強化

します。 

・特に支援が途切れがちな発達障がいのある障がい児に対し、就学・進学・就職等のライフ

ステージの移行期に、円滑な支援の移行・継続を図れるように努めます。 

 

④ 障がい児への相談支援の体制づくり 

・障がい児の保護者に対し、「佐賀地区障がい者総合相談窓口」のほか、身近な保育所（園）、

幼稚園、認定こども園、地域型保育事業（以下「保育所（園）等」という。）、学校、市役

所などで相談を受けることができる体制の整備を進めます。 

 

⑤ 療育の適切な実施 

・障がい児が、身近な場所で必要な療育を受けられるような情報提供及び専門機関へのつな

ぎを行います。 

・市直営の児童発達支援事業所「クラスルームといろ」では、質の高い専門的な療育を今後

も提供するとともに、人材の育成にも努めていきます。 

 

⑥ 医療的ケア児などへの対応 

・たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが必要な障がい児を支援するため、神埼市及び吉

野ヶ里町と共同で、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るため

の協議の場を設置して取り組みます。 
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⑦ 切れ目のない支援の充実 

・乳幼児期等早期に障がいを発見した後、就園・就学、卒業、就労等に至る様々な成長段階

で、福祉・医療のケアが途切れることのないよう、福祉、医療、教育機関それぞれが情報

を共有できる仕組みづくりについて、検討を行います。 

・本人や家族が混乱することなくスムーズなライフステージの移行を図るためには、将来へ

の見通しを持ちながら、ライフステージの各段階で必要な支援の在り方を、支援者ととも

に考えていく必要があります。必要な情報提供や相談だけでなく、キャリア支援（本人が

主体的に進路を選択し、社会的、職業的な自立を図るための支援）の在り方についても検

討を行います。 

 

２．就学前保育・学校教育との連携 

【現状と課題】 

・近年、発達障がいのある児童・生徒数は増加傾向にあり、本市では、保育所（園）等や小

中学校での対応と関係機関との連携を図っていますが、さらにその強化が必要とされてい

ます。 

・改正された障害者基本法では、可能な限り、障がいがある児童・生徒が、障がいのない児

童・生徒とともに教育を受けられるように配慮すること、さらに教育の内容、方法の改善

及び充実を図ることとされています。 

・学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ）、自閉症スペクトラム障がい等

の発達障がい児への適切な対応が求められています。 

・障がい児への対応の推進が求められる中、教職員の専門性の向上、学校施設の設備の拡充、

また学校への通学に関する利便性の向上も求められています。 

・インクルーシブ教育システム（障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ仕組み）の構

築が必要です。 

 

【施策の方向】 

① 保育所（園）等への受け入れの促進 

・保育所（園）等の保育士等に対し、障がい児理解とその保育についての研修を行うことに

より、受け入れ体制を整備し、受け入れを促進します。 

・保育幼稚園課窓口に専任のスタッフを配置し、障がい児の状況やその保護者の希望に沿っ

た保育所（園）等の案内を行うなど、個別の相談に応じます。 

 

② 就学支援 

・特別支援教育相談員が保育所（園）等を巡回し、特別な支援を必要とする児童の

見取りを行い、適切な就学につなげます。また、関係機関との連携の強化を図り

ます。 
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③ インクルーシブ教育（障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ教育）の推進 

・障がいのある子どもとない子どもが共に学ぶことを通して、共生社会の実現を目指す教育

の推進に向け、特別支援学級における指導・支援の充実のための「特別支援学級支援員」

を配置します。 

・特別支援学級と普通学級との交流や、相互理解を促進します。 

・総合的な学習の時間などに、障がいについて専門的な知識を有する人材や当事者を招いて

体験しながら学ぶ場を設ける等、障がいや障がい者への理解（心のバリアフリー）を推進

します。 

・誰にとっても居心地の良い教育空間になるように、ユニバーサルデザインの推進を図りま

す。 

 

④ 特別支援教育の推進 

・小・中学校に在籍する個別の支援が必要な児童生徒に対し、学校の実態に応じた、よりき

め細かな指導や支援ができるよう「生活指導員」を配置します。 

・発達障がいを理由に学校における支援が困難である児童生徒については、「ひまわり相談室」

において、本人及び保護者、学校関係者を交えた相談対応を行うことにより、学校生活へ

の適応を図ります。 

・特別支援教育に関わる教職員の資質向上に向け、研修や学習機会の提供について支援を行

います。 

 

⑤ 障がい児教育の情報提供 

・広域にわたる障がい児教育・学校に関する情報を提供し、障がい児一人ひとりに合った適

切な施設を選択でき、またその後の進学、就労等につながるような支援を行います。 

・小中学校では、障がい児の進路に関する適切な相談、助言を行います。 

 

⑥ 学校施設・設備の整備 

・学校等の施設については、「佐賀県福祉のまちづくり条例」及び「佐賀市バリアフリー整備

マニュアル」に基づいて、バリアフリー化の整備を実施します。 

 

⑦ 放課後等デイサービスの充実 

・主に６歳から 18 歳の就学している障がい児の、放課後や、夏休み等の居場所である放課

後等デイサービスの質の向上に努め、子どもの豊かな活動を保障するとともに、レスパイ

トケア（介護者が一時的に介護から解放され、休息をとれるようにする支援）や、保護者

の就労等を支援します。 
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３．障がい児の進路相談・就労支援 

【現状と課題】 

・特別支援学校に在籍する生徒の主な卒業後の進路は、施設入所、福祉的就労、一般就労、

在宅等です。施設入所や福祉的就労については、中途退学して入所したり、作業所に通う

生徒もいます。 

・このため、市内から通える特別支援学校高等部での、キャリア教育（社会的・職業的自立

に向けた教育）・職業訓練が選択できるように働きかける必要があります。 

・一般就労や福祉的就労に進んだ場合に、生活リズムの変化や社会生活におけるストレス等

から就労継続が困難になるケースもあります。就労継続が困難になる前に支援を行い、就

労後の職場定着を支援したり、一度就労が中断されても再び就労できるように本人のペー

スに合わせた長期的、継続的な支援が必要となります。 

 

【施策の方向】 

① 進路相談の支援 

・就労を希望する障がい児が円滑に就労できるように、個別の状況に応じた相談を行い、学

校、事業者等の関係機関との連携を図りながら進学・就労支援を行います。 

 

② 就労の再チャレンジを継続的に支援 

・就労が継続できなかった場合にも、何度でもチャレンジできるように継続的な支援を行い

就労へつなげる定着支援を推進します。その際に、障害者職業センターの職場適応援助者

（ジョブコーチ）や、ハローワークの障害者試行雇用（トライアル雇用）などの活用を図

ります。 
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１．一般就労の促進 

【現状と課題】 

・佐賀県の民間企業の障害者雇用率は 2.61％（法定雇用率は 2.2％）であり、法定雇用率を

達成している企業の割合は 68.7％と、全国でも上位にあります。（いずれも令和元年 6 月

1 日現在）。 

・しかしながら、障がい者雇用に関する認知はまだ十分とはいえず、必要に応じた十分な雇

用を確保できていない状況にあります。このため、障がい者雇用に関する理解を深めてい

く必要があります。 

・また、一般就労の促進を担うハローワークをはじめとした、就労・生活支援機関との連携

が必要です。 

 

【施策の方向】 

① 障害者雇用率制度の促進 

・障害者雇用促進法の改正により、平成 30 年（2018 年）４月１日から民間企業の法定雇

用率が 2.2％に引き上げられました。国・県と連携し、その周知を図るとともに、障害者

雇用率制度の円滑な実施に努めます。また、法定雇用率の引き上げを図るため、障がい者

多数雇用企業に対し、引き続き優遇措置を行います。 

 

② 就労・生活支援機関との連携 

・一般就労及び職場定着の促進を図るため、「ハローワーク」や「障害者職業センター」など

の関係機関との連携を図ります。 

・生活面での支援が必要な障がい者への支援のため、「障害者就業・生活支援センター」と引

き続き連携します。 

 

③ 佐賀市における雇用の促進 

・市営自転車駐輪場など、佐賀市が運営する施設などでの障がい者の雇用を行います。 

 

④ ジョブコーチなどの各種支援制度の普及啓発 

・企業の各種助成制度やジョブコーチ等の各種支援策につなげ、一般就労に向けた支援を支

えます。 
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２．福祉的就労支援の充実 

【現状と課題】 

・障害者総合支援法に基づく就労継続支援事業所については、Ｂ型事業所は、対象者の範囲

が広いこともあり利用の希望者が多く、Ａ型事業所は、実施事業が少ないことから、利用

定員を満たしている状況にあります。 

・就労移行支援は、利用の伸びがあまりみられませんでしたが、近年、多様な民間事業所の

参入があり、利用の伸びが見込まれます。 

・現状では、福祉的就労にかかる工賃は低い水準にあるため、就労継続支援事業所で働く障

がい者への工賃の水準向上が求められます。 

 

【施策の方向】 

① 就労支援相談員による相談の受け付け 

・就労支援相談員が、就労を希望する障がい者の相談に応じ、障がいの特性や程度などに応

じた就労を提案します。 

 

② 就労移行支援事業の利用の推進 

・一般企業等への就労を希望する障がい者に、就労に必要な知識及び能力の向上のために必

要な訓練を行う就労移行支援事業の利用を推進します。 

 

③ 就労継続支援事業の利用の支援 

・一般就労が困難な障がい者に対して、生産活動やその他の活動の機会を提供するため、就

労継続支援事業の利用支援を行います。 

 

④ 工賃向上の支援 

・障がい者就労施設が製作する商品の開発や紹介、商品の販路の確保などを支援します。 

・「佐賀市障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針」により、障がい者

就労施設等からの物品や役務の積極的な調達に努めます。 

・農業など、異業種との連携を推進することにより、多様な福祉的就労の場を確保します。 
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１．障がい者の文化的活動・スポーツ振興 

【現状と課題】 

・障がい者の文化的活動及びスポーツへの参加は、障がい者の生活を豊かにするとともに、

市民の障がいへの理解と認識を深め、障がい者の自立と社会参加の促進に寄与することに

もなります。 

・よって、障がいのある人もない人も、ともに文化・芸術活動に接することのできる機会と、

環境整備が必要です。 

・スポーツ活動については、毎年度「佐賀市障がい者体育大会」を実施しています。また、

令和２年（2020 年）には東京でオリンピック・パラリンピックが開催されることから、

スポーツ及び障がい者スポーツの振興に関する機運も高まっており、令和５年（2023 年）

には本市で国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会が開催されることから、障がい者

を含むスポーツへの参加に向けた理解と環境整備を進めていく必要があります。 

 

【施策の方向】 

① 文化・芸術活動の振興 

・第二次佐賀市文化振興基本計画に即し、障がい者を含む市民誰もが文化、芸術に接する機

会を広げるとともに、活動の成果を発表できる機会を提供します。 

 

② スポーツ・レクリエーション活動の推進 

・本市では、令和２年度（2020 年度）から令和６年度（2024 年度）までを計画期間とす

る「第２次佐賀市スポーツ推進計画」を策定し、その中の具体的取り組みの１つとして、

障がい者のスポーツ推進を掲げています。障がいのある人の運動やスポーツの実施状況は

向上しつつあるものの、まだ実施率が低いため、障がい者スポーツの実態把握に努め、障

がい者スポーツ協会や障がい者スポーツ指導者協議会等と連携し、スポーツイベントや出

前講座に障がい者スポーツを積極的に導入し、障がい者スポーツの促進を図ります。 

・「佐賀市障がい者体育大会」を「佐賀市障がい者スポーツ大会」とし、競技種目や運営等を

見直し、気軽に参加できるスポーツ大会となるよう改善します。 

・県が推進する、誰もが気軽に楽しめるスポーツのユニバーサル化に取り組むため、関連す

る機関との協働、連携を図ります。 
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２．交流活動の振興 

【現状と課題】 

・共生社会の実現のためには、障がいの有無に関係なく、同じ地域に住む人同士がお互いを

理解・尊重し合いながら、様々な活動に参画していくことが必要です。 

・そのためには、障がい者が日常生活の中で社会的に活動でき、交流できる場の整備が必要

です。 

・また、障がい者支援団体をはじめ、市民活動団体、学校、企業等がともに参加し、協働で

きる仕組みづくりが必要です。 

・このほか、障がい者の身体活動やコミュニケーションを支援するボランティアの参画も必

要となります。 

 

【施策の方向】 

① 障がい者と地域住民等との交流 

・障がい者が地域の行事へ積極的に参加できるよう、参加に向けた呼びかけと、安心して参

加できるよう介助、意思疎通に関するボランティアの参画を進めます。 

・障がいのある人もない人も、ともに気軽に集い、交流することができるような場の提供を

行います。 

 

② 障がい者団体と地域との交流促進 

・障がい者との相互理解を促進するため、障がい者団体と、地域の高齢者や女性、青少年・

児童等の様々な団体との交流活動を促進します。 

 

③ 市民活動団体、企業等との協働の仕組みづくり 

・障がい者及び障がい者団体と、市民活動団体、企業等との協働の仕組みづくりに取り組む

とともに、地域の人々が積極的に社会貢献活動に参加できる環境づくりを促進します。ま

た、小中学校・高校・短大・大学のボランティアの活動意欲を大切にし、様々な形で協働

できるよう努めます。 

 

④ 社会的活動・交流の場の整備 

・障がい者が日常生活の中で社会的な活動ができ、交流できる場所の整備を図ります。また、

障がい者やその家族の集会などの施設利用における負担の軽減を図ります。 
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１．住宅の整備 

【現状と課題】 

・障がい者が地域で自立した生活を送るために住まいの確保は必要であり、特に知的障がい

児では、「共同で生活できる生活の場」に対するニーズもみられるため、グループホームな

どの共同生活の場の確保も必要です。 

・本市では、障がい者が安全で使いやすい住宅に住めるように、市営住宅のバリアフリー化

を行ってきました。さらに、身体障がい者世帯向け住宅を指定して、優先入居を行ってい

ます。 

・また、障がい者が自立した生活を行うために個別ニーズに応じたグループホームの充実が

必要です。 

・さらに、アパートやグループホームなどへの入居に際しては、介助犬、盲導犬などについ

ての理解促進が必要です。 

 

【施策の方向】 

① 公営住宅の供給 

・公営住宅について、高齢者などの単身・２人世帯向け、車いす専用、大家族向け住戸など、

それぞれの世帯に配慮したバランスの良い住宅環境を整備します。 

・車いす利用者をはじめ、障がいに配慮した暮らしやすいデザインの市営住宅整備を進めま

す。 

 

② グループホームの充実 

・地域の中で家庭的な雰囲気の下、共同生活を行うグループホームについて、重度障がい者

等の個別ニーズにも応じることができるように、整備・充実を図ります。 

・消防法に基づく火災の延焼防止、緊急時の避難設備、避難の支援体制の確保等、特別の配

慮を行うよう関係機関等に働きかけます。 

 

③ 住宅改修支援の推進 

・重度の障がい者が、住宅の段差を解消する等の住環境の改善に対して、地域生活支援事業

による住宅改修費の一部給付を引き続き行います。 
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２．公共施設等のバリアフリー化の推進 

【現状と課題】 

・障がい者が、気軽に安心して外出できるためには、多くの人が利用する公共施設、民間の

商業施設等に対し、誰もが利用しやすいバリアフリーの視点を取り入れる必要があります。 

・本市では、「佐賀市バリアフリー整備マニュアル」（平成 22 年（2010 年）３月 改訂）に

基づいて、障がい者に配慮した施設整備を進めています。 

・今後も、公共施設や公共性の高い建築物について、障がい者の利用に配慮した施設整備を

進めていく必要があります。 

 

【施策の方向】 

① バリアフリー化の推進 

・市有施設については、バリアフリー化の推進のため、「佐賀市バリアフリー整備マニュアル」

に基づいて整備を行います。 

・民間建築物のうち、不特定多数の人が利用する病院やスーパー等の新築・改築・大規模改

修の場合は、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）」

及び「佐賀県福祉のまちづくり条例」に基づき協力をお願いします。 

 

３．障がい者に配慮したまちづくりの推進 

【現状と課題】 

・障がい者の社会参加を進めていく上で、道路や公園、建物等は、障がい者が不便を感じる

ことなく、安全に安心して利用できるように整備されていることが必要です。 

・しかしながら、アンケート調査の結果からは、外出時に不便や困難を感じることとして、

「歩道や公共施設に階段や段差が多い」との回答が比較的高い割合を占めています。 

・今後も、歩道等の段差の解消、点字ブロックや音声誘導設備の設置、公共施設や公園にお

ける障がい者が利用できるトイレや駐車場、エレベーター等の改善が求められます。 

 

【施策の方向】 

① 道路環境の整備 

・「バリアフリー新法」や「佐賀県福祉のまちづくり条例」及び「佐賀市バリアフリー整備マ

ニュアル」に基づき、国、県、関係機関と連携し、交通事業者への啓発や、補助制度活用

の働きかけを行い、公共交通ターミナルや公共交通機関等のバリアフリー化を推進します。 

 

② ユニバーサルデザインの推進 

・公園や広場等の屋外の公共スペース等において、障がい者等の利用を考慮した段

差や急傾斜の解消等を進めます。 

・バリアフリーの観点から、掲示板等において、視覚的バリアフリー化を推進しま

す。 
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１．情報の入手に関する利便性の向上と意思疎通支援 

【現状と課題】 

・障がい者の日常生活や社会生活において、障がい者自らが生活のための情報を取得するこ

とや、社会参加のための意思疎通の手段を確保することは、非常に重要です。 

・障害者基本法では、基本原則である共生する社会の実現のため、「すべての障害者は、可能

な限り、言語（手話を含む）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保

されるとともに、情報の取得または利用のための手段についての選択の機会が図られるこ

と」を求めています。また、障害者差別解消法においても、障がい者への合理的配慮の提

供など、情報のバリアフリー化が求められているところです。 

・本市においては、障がい者が必要な時に必要な情報を取得し、意思疎通を図るための支援

体制が、十分とはいえない状況にあります。 

・そのため、障がい者の情報収集に関するニーズの把握や、関係機関との連携により、情報

の入手に関する利便性の向上や、意思疎通手段の確保・充実に向けた取り組みを推進し、

障がい者の社会参加を支援することが必要です。 

 

【施策の方向】 

① 情報や意思疎通支援用具の給付・利用支援 

・情報や意思疎通に関する支援機器の周知を図るとともに、機器を必要とする障がい者に対

する給付と利用の支援を行います。 

 

② 手話通訳者・要約筆記者等による支援 

・意思疎通を図ることに支障がある障がい者に対して、手話通訳者、要約筆記者等の派遣、

設置等による支援を行うとともに、手話奉仕員養成講座、要約筆記講座を実施し、人材の

育成・確保を図ります。 

・聴覚障がい者に対する、文字または電光による掲示や誘導表示の設置、公的機関などへの

公衆ＦＡＸの設置を検討します。 
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２．障がいを理由とする差別解消の推進 

【現状と課題】 

・本市では、これまで様々な啓発活動や広報活動、イベントなどを通じ障がい及び障がい者

への理解と差別の解消に向けた取り組みを進めてきました。 

・しかし、アンケート調査の結果からは、以前より障がいに対する差別や偏見は解消された

と思うかについて、全体では「あまり改善されていないと思う」とする回答が最も多く、

「まったく改善されていないと思う」と合わせると半数以上を占めています。 

・このことから、今後も市民に対する啓発活動、広報活動を継続していく必要があります。 

・また、内部障がい、精神障がい、発達障がい、難病患者など、外見からはわからない障が

い者も含めて、障がい及び障がい者への理解と認識を深めるための啓発・広報活動をより

一層充実させ、市民の間に「共に生きる心」の形成を図る必要があります。 

 

【施策の方向】 

① 「障害者差別解消法」への対応 

・平成 28 年（2016 年）４月に施行された障害者差別解消法の実効性を高めるため、法の

趣旨・目的等に関する啓発活動、相談・紛争解決体制の整備、障害者差別解消支援地域協

議会の組織づくりに取り組みます。また、障がい者とともに、同法に規定される基本方針

に基づき、適切な運用及び障がいを理由とする差別の解消の推進に取り組みます。 

 

② 「障害者雇用促進法」への対応 

・雇用分野における障がい者に対する差別の禁止及び障がい者が職場で働くにあたっての支

障を改善するための措置が規定された、障害者雇用促進法に基づき、障がい者と障がい者

でない者との均等な機会及び待遇の確保並びに障がい者の有する能力の有効な発揮を図る

ため、県と連携し取り組みを進めます。 

 

③ 周知・啓発活動 

・市報、ホームページ等により、市民に対し周知・啓発を行い、障がい及び障がい者への理

解を深め、様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理解を深めようとコ

ミュニケーションをとり、支え合う「心のバリアフリー」を推進します。 

 

④ 行政等における配慮の充実 

・障害者差別解消法では、公的機関や事業所に対して、不当な差別的取扱の禁止や合理的配

慮が求められています。本市においても、各窓口をはじめ様々な場面で合理的配慮が提供

できるよう、職員の理解促進と資質向上に努めます。 

・安心して外出ができるように、ヘルプマークを周知し、トイレやバス等への設置

を推進します。 
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３．権利擁護の推進・虐待の防止 

【現状と課題】 

・障がい者に対する人権侵害や障がい者の財産に対する侵害行為が問題となっており、特に、

知的障がい者や精神障がい者に対する、虐待等の「人権侵害」、「意思決定支援」は大きな

課題であり、人権侵害行為を予防し、障がい者の権利や財産を守るための支援が求められ

ています。 

・国はこれらの状況を踏まえ、障害者虐待防止法（平成 24 年（2012 年）10 月施行）、障

害者差別解消法（平成 28 年（2016 年）4 月施行）、障害者権利条約（平成 26 年（2014

年）1 月 20 日批准）等の法整備に取り組んできました。 

・本市では、こうした国の取り組みを受け、人権侵害や虐待の防止に向けた周知・啓発を進

めていく必要があります。また、権利擁護のための制度として、「成年後見制度」や「日常

生活自立支援事業」が設けられていますが、その利用に際しては、障がい者本人の意思決

定の重要性を十分認識したうえでの活用が求められています。 

・現在、虐待に関する困難事案の対応については、佐賀県弁護士会及び佐賀県社会福祉士会

とも連携し、助言等を受けながら協議検討を行っていますが、そこで得られた知識や経験

を職員や関係者が蓄積し、その後の対応に活かしていくためには、より一層の連携の強化

が必要です。 

・さらに、虐待を受けた障がい者を一時的に保護する必要が生じた場合に、短期入所等の利

用が考えられますが、施設に空床がない、あるいは障がいの特性に対応できない等の理由

で受入れができない場合も想定されるため、確実に保護できるようにシェルター的な居室

を確保し、迅速に受入れる仕組みづくりが必要です。 

 

【施策の方向】 

① 権利擁護の法制度の周知・啓発と行政サービス等における配慮 

・障がい者の権利を擁護する障害者権利条約等について、市報などのメディアを活用し積極

的な広報・啓発活動を行います。 

・障害者虐待防止法に基づく障がい者虐待・差別の防止対策に取り組み、また養護者に対す

る相談や専門機関へのつなぎなど、必要な支援を行います。 

 

② 専門職の研修 

・障がい者に接する機会の多い、障がい福祉サービス事業所、医療機関、学校、保育所（園）

等の教育・保育施設の専門職に障害者虐待防止法、障害者差別解消法等の周知を図るため

の研修の機会を設けます。 
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③ 成年後見制度の周知・活用 

・障がい等により判断能力が不十分な人に変わって財産管理や身上監護等を行う成年後見制

度について、高齢者の権利擁護の窓口である地域包括支援センターと連携して制度の広報

を行います。また、専門機関と連携し、講座や相談会の開催に取り組みます。 

・成年後見制度利用支援事業、成年後見制度法人後見支援事業の活用を促進します。 

・市民後見制度の周知と利用促進を図ります。 

 

④ 日常生活自立支援事業の周知・活用 

・日常生活を営むことに支障がある知的障がい者、精神障がい者の福祉サービス利用援助や、

日常生活上の金銭管理援助等を行う日常生活自立支援事業について、佐賀市社会福祉協議会

と連携し、制度の周知・活用を図ります。 

 

⑤ 佐賀地区障がい者権利支援センターの周知・活用 

・本市と神埼市及び吉野ケ里町の 2 市 1 町が合同で、障がい者虐待の早期発見と、虐待を受

けた障がい者を支援するために、介護・福祉・医療などさまざまな機関と連携して、総合

的な支援を行う相談窓口として設置した「佐賀地区障がい者権利支援センター」の周知と

活用を図ります。 

 

⑥ シェルターの確保と受入体制の整備 

・短期入所が利用できない場合等の不測の事態に備えて、虐待を受けた障がい者を緊急一時

的に保護するためのシェルター的居室を確保し、受入れ体制を整備します。 
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１．地域の支援体制づくり 

【現状と課題】 

・障がい者が地域で自立した生活を送るためには、近隣住民や地域の団体、事業所、行政な

どが相互に連携し、見守り、支え合うことが必要になります。 

・地区での見守りについては、民生委員・児童委員が中心になって行っていますが、個人情

報保護の観点から、障がい者情報をどのように地域で共有するか課題となっています。 

・今後は、地域の中で支援を必要とする人の情報収集のあり方に関する検討と、そのとりま

とめと活用に向けた仕組みづくりを進めていく必要があります。 

 

【施策の方向】 

① 地域における見守り・支え合いの推進 

・地域住民により、地域の施設や組織等の社会資源を活かしながら、ひとり暮らし高齢者や

障がい者等の自立した生活を地域住民や組織で支え合い、見守り等の活動の推進を図りま

す。また、避難行動要支援者名簿を活用した地域の見守り体制を整えます。 

・昼間の地域での支え合いについては、在宅の機会が多い高齢者のみに頼らず、学校など、

昼間活動を行っている公的施設や関係機関との連携を図り、民間事業所の協力も得ながら

様々な世代の関わりを推進します。 

 

② 地域活動への参加促進 

・地域に関する情報を障がい者へ提供するために、障がいの種別に応じた情報伝達手段を検

討し、地域活動参加への拡大を図ります。 

・障がい者が地域で孤立しないように、参加できる団体等からの呼びかけを促進し、地域活

動への参加を促進します。 

 

③ 福祉教育の推進 

・地域ぐるみでの支え合いの体制づくりに向け、市の開催する講座や出前講座、また市報な

どの媒体を通じて、教育、住まい、地域づくりなど多岐にわたる障がい者福祉に関する現

状や課題に関する教育を推進することで、市民全体の理解促進を図ります。 
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２．障がい者・家族の交流の場づくり・活動支援 

【現状と課題】 

・本市には、身体障がい者の交流・活動団体として「佐賀市身体障害者福祉協会連合会」「佐

賀市視覚障害者福祉協会」「佐賀市聴覚障害者協会」、精神障がい者の家族会である「佐賀

地区精神障害者家族会」等、多くの団体があります。 

・また、難病患者の相談・支援を行う組織の「特定非営利活動法人佐賀県難病支援ネットワ

ーク」や、障がい者福祉サービス事業所のネットワーク組織である「特定非営利法人佐賀

中部障がい者ふくしネット」が活動しています。 

・このように、障がい者やその家族、支援団体等が集まり情報交換を行い、相互に交流し合

うことは、地域共生社会の実現の視点からも重要といえることから、その活動と交流を支

援することが求められています。家族会等長く活動を続けられている団体の中には、会員

や役員の高齢化と、新規の参加者が減少していることから活動自体の継続が懸念されてい

るものも見受けられ、活動継続に向けた早急な支援が必要となっています。 

・このほか、障がい者や家族の支援において、ボランティアの関わりは重要です。本市では、

社会福祉協議会がボランティアの育成を図るとともに、佐賀市福祉ボランティア協会の会

員組織が様々なボランティア活動を展開しています。 

・また、第３期佐賀市地域福祉計画・地域福祉活動計画に基づいて、地域住民の福祉活動の

展開を図っています。さらに「参加と協働をすすめる指針」に沿って、市民活動への参加

を呼びかけています。 

 

【施策の方向】 

① 障がい者と家族の集まりの場づくり 

・障がい者とその家族が自由に集まり交流し、活動を行うことのできる場の確保を支援しま

す。また、ボランティア等がサポートできる体制づくりを支援します。 

・会員の高齢化や、減少等課題を抱える障がい者団体や家族会の活動の活性化に向け、若年

層の加入やイベント等、活動の支援を行います。 

 

② 障がい者を支援するボランティア活動の推進 

・佐賀市市民活動プラザなどを利用し、障がい者の日常生活の様々な場面を支えるボランテ

ィア活動への参加を呼びかけ、ネットワークのもとに組織的なボランティア活動の展開を

図ります。 
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３．防災・防犯対策の推進 

【現状と課題】 

・近年は、本市を含め多くの地域で台風・大雨による増水、河川の氾濫、土砂崩れや、地震

等の自然災害が発生しており、障がい者を含めた避難行動要支援者に対する、地域での支

援のあり方が大きな問題となっています。 

・これまで、避難支援が必要な障がい者の所在が把握できずに不安視されてきましたが、平

成 25 年（2013 年）に災害対策基本法が改正され、市には名簿情報を提供することにつ

いて同意が得られた人の分は平常時から、災害発生時は同意の有無に関わらず、避難支援

等関係者に対して名簿を提供することが義務付けられました。 

・現在本市では、災害時に自力での避難ができない、または避難に時間がかかる障がい者が

速やかに避難できるよう避難支援等関係者との協働に取組んでいます。 

・そして、災害が発生した場合に迅速に避難支援が行えるように、制度の対象者で同意が得

られた人の名簿を作成し、避難支援等関係者に提供することで、避難支援に活用していま

す。また、避難の際や避難所生活での留意事項等を記載した個別支援計画書も併せて作成

しています。 

・災害時の情報提供については、障がいの特性により入手が困難なケースがあるため、視覚

障がい者への警報装置への無線送信など、障がいによって適切な媒体の選択と、受信の確

認など確実な情報伝達を図る必要があります。 

・また、防犯等を含めた生活安全の観点では、多様な支援が必要な障がい者に、訪問販売等

による不要な商品の購入など必要のない契約による被害やトラブルが生じていることから、

地域住民等の見守りにおいて、消費者被害防止の視点も必要となります。 

 

【施策の方向】 

① 災害時の避難支援体制の整備 

・避難行動要支援者の避難支援ガイド等を活用し、名簿の登録及び個別支援計画書の作成を

推進します。 

・同意者の名簿を避難支援等関係者に提供し、避難支援員の登録や地域での自主的な防災訓

練等での活用を推進します。 

・市が主催する防災訓練等において、避難行動要支援者や避難支援員等の参加を促進し、地

域の障がい者等への理解促進を図るとともに、より実践的な訓練の実施を図ります。 
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② 事前の防災対策の推進 

・視覚障がいや聴覚障がいなど、障がいの種別に応じた避難誘導のパンフレットの配布や講

習会などを実施し、防災に対する知識の共有化を図ります。 

・本市では、避難勧告や避難指示などの緊急情報を自動的に受信できる「佐賀市防災ハイブ

リッドラジオ」を販売しています。 

 

③ 避難所におけるバリアフリー化整備 

・避難所となる公共施設等のバリアフリー化を行うとともに、災害時には、福祉避難所を設

置し、障がい者や高齢者等へのケアや、必要な備品の整備等を行います。 

 

④ 消費者被害やトラブルに巻き込まれない地域住民の見守り 

・自身での判断が難しい障がい者が、訪問販売によって不要な商品購入などに至らないよう

に、周辺の地域住民、福祉関係団体による見守りなどを推進します。 

 

⑤ 消費者トラブルの防止及び消費者被害からの救済 

・パンフレット等の配布等による啓発を行い、消費者トラブルの防止を図るとともに、消費

者被害の救済のため、障がい者やその家族、関係機関に佐賀市消費生活センターや関係機

関窓口の周知を図ります。 
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・本計画は、令和５年度（2023 年度）を目標とした障がい者施策に関する行政計画であ

り、計画を推進するうえでは、行政のみならず、障がい者・その家族・地域住民・事業

所等がそれぞれの役割を果たしながら、互いに連携・協力して取り組むことが必要です。 

・このため、計画の基本理念や目標をはじめ、具体的な施策についても、広く住民・関係

者が理解し、共通の認識のもとで計画を推進できるように、計画について積極的な周知・

普及及び啓発に努めます。 

 

 

・計画の周知・推進にあたっては、障がい者・家族・地域住民及び関係者が情報を共有す

ることが必要であるため、本計画はもとより、障がい者施策に関して情報を公開するこ

とが重要です。 

・このため、本計画を市のホームページに公表することをはじめ、障がい者施策に関する

情報の提供に努めます。 

 

 

・本計画に基づく障がい者施策は、保健・医療・福祉・教育・就労・生活環境等、幅広い

分野に関係することから、本計画を実行性のあるものとするために、庁内関係部署の横

断的な連携のもとに、施策の推進を図ります。 

 

 

 

・本計画の着実な推進のため、計画の進捗状況の把握・点検を行います。 

・この点検結果について、庁内関係部署に報告を行うとともに、必要に応じて全庁的な審

議・評価を行い、見直しを行うものとします。 

・計画の最終年度（令和５年度（2023 年度））には、計画の進捗状況の把握・点検等を行

い、新たな計画を策定します。 

 

１．計画の周知・啓発 

２．情報の公開 

３．連携・協力による計画の推進 

４．進捗状況の管理、評価及び見直し 
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１．佐賀市障がい者プラン策定委員会委員名簿 

 

 担 当 分 野 団 体 名 等 役 職 名 委 員 名 

１ 

障がい者団体等

の代表 

佐賀市身体障害者福祉協会連合会 副会長 池田 敏憲 

２ 佐賀市手をつなぐ育成会 会長 藤瀬 利恵子 

３ 佐賀県自閉症協会 事務局次長 福岡 美子 

４ 佐賀県難病支援ネットワーク 理事長 三原 睦子 

５ 

支援事業所 

佐賀地区障がい者基幹相談支援センター 施設長 宮崎 一哉 

６ めぐみ厚生センター めぐみ園 施設長 森永 弘太 

７ 佐賀中部障がい者ふくしネット 
(加盟事業所)特定非

営利活動法人ｱｸﾃｨﾌﾞ 

法人統括管理者 
副島 栗実 

８ 佐賀整肢学園こども発達医療センター 作業療法科長 森 真里子 

９ 
学識経験者 

西九州大学 准教授 橋本 みきえ 

10 国際医療福祉大学 講師（非常勤） 桑野 博文 

11 医療機関の代表 佐賀精神科診療所協会 理事 植木 裕司 

12 
公共的団体の代表

佐賀県社会福祉士会 社会福祉士 村岡 智紀 

13 佐賀中部保健福祉事務所 保健監兼副所長 古賀 義孝 

14 
公募委員 

世戸 亜希 

15 権藤 朋子 
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２．佐賀市障がい者プラン策定委員会審議経過 

 

年月日 内 容 

【第１回】 

平成 31 年 1 月 31 日 

○委嘱状交付 

○委員長、副委員長選出 

○佐賀市障がい者プラン策定について 

○プラン策定のスケジュールについて 

○アンケート（案）について 

【第２回】 

令和元年 7月 4日 

○アンケート調査結果（概要版）について 

○佐賀市障がい者プラン策定スケジュールについて 

○ワークショップ 

【第３回】 

令和元年 11 月 1 日 

○佐賀市障がい者プラン策定のためのアンケート、ヒアリング調査、ワー

クショップ結果について 

○佐賀市障がい者プラン（素案）について 

【第４回】 

令和元年 11 月 21 日 

○佐賀市障がい者プランの基本理念について 

○佐賀市障がい者プラン（総論・各論）について 

○今後のスケジュールについて 

【第５回】 

令和 2年 2月 12 日 

○第４回策定委員会後にいただいたご意見・ご質問について 

○パブリックコメントの結果について 

○佐賀地区自立支援協議会からの意見について 
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３．佐賀市障がい者の福祉ニーズに関するアンケート調査結果概要（抜粋） 

 

■ 調査の目的 
この調査は、令和元年度に策定する「佐賀市障がい者プラン（2020-2023）」の基礎資料とするため、

障がい者（児）の日常生活の状況や、福祉施策に対する考え方等を把握するために実施した。 

 

■ 調査設計及び回収結果 

 
障がい児 

（１８歳未満） 

障がい者 

（１８歳以上） 

障がい者の同居家

族または介助者 
難病患者等 

調査対象と 

標本数 

１８歳未満の障害

者手帳所持者（児）

の家族：102 人 

１８歳以上の障害

者手帳所持者：885

人 

障がい者と同居し

ている家族または

介助者：885 人 

難病患者等：30 人

調査方法 郵送配布－郵送回収 

有効回収数 

（率） 
52 票（51.0％） 428 票（48.4％） 268 票（30.3％） 25 票（83.3％） 

調査期間 平成３１年３月６日～３月３１日 
平成３１年４月１７日

～５月１０日 

 

Ⅰ．性別・年齢や暮らしの状況について 

 
１.性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［障がい者全体］（n=428)

身体障がい者（n=288)

知的障がい者（n=62)

精神障がい者（n=36)

難病疾患（n=26)

［難病患者等全体］（n=25)

凡例

53.0

50.0

53.2

72.2

69.2

40.0

61.5

60.9

72.2

50.0

40.0

46.3

49.7

45.2

27.8

30.8

60.0

38.5

39.1

27.8

50.0

60.0

25

0.7

0.3

1.6

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 女性 無回答

［障がい児全体］（n=52)

身体障がい児（n=23)

知的障がい児（n=18)

精神障がい児（n=6)

小児慢性特定疾患（n=5)
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２.年齢別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.主な障がい別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者全体］（n=428)

身体障がい者（n=288)

知的障がい者（n=62)

精神障がい者（n=36)

難病疾患（n=26)

［難病患者等全体］（n=25)

0.5

3.2

4.7

2.1

21.0

2.8

0.0

8.0

7.5

2.1

29.0

22.2

4.0

6.8

3.1

16.1

25.0

16.0

10.3

8.3

17.7

22.2

40.0

7.7

7.6

3.2

8.3

19.2

8.0

12.6

14.2

3.2

8.3

19.2

8.0

50.0

62.5

6.5

11.1

61.5

16.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２０歳未満 ２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０歳以上

凡例

［障がい児全体］（n=52)

身体障がい者（n=23)

知的障がい者（n=18)

精神障がい者（n=6)

小児慢性特定疾患（n=5)

13.5

8.7

22.2

0.0

20.0

32.7

43.5

16.7

50.0

20.0

34.6

21.7

50.0

33.3

40.0

19.2

26.1

11.1

16.7

20.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０～６歳 ７～１２歳 １３～１５歳 １６～１８歳

［障がい者全体］（n=428)

［難病患者等全体］（n=25)

凡例

67.3

28.0

14.5

0.0

8.4

8.0

6.1

64.0

3.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい 知的障がい 精神障がい 難病疾患 無回答

［障がい児全体］（n=52)

凡例

44.2 34.6 11.5 9.6 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい 知的障がい 精神障がい 小児慢性特定疾患 無回答
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４.同居の家族・主な介助者の性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 同居の家族・主な介助者の年齢別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６. 同居の家族・主な介助者と本人との続柄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

凡例

［全体］（n=268)

身体障がい（n=178)

知的障がい（n=51)

精神障がい（n=11)

難病疾患（n=8)

32.1

33.1

29.4

27.3

37.5

65.3

65.2

66.7

72.7

62.5

0.4

0.6

0.0

0.0

0.0

2.2

1.1

3.9

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 女性 不明 無回答

［全体］（n=268)

身体障がい（n=178)

知的障がい（n=51)

精神障がい（n=11)

難病疾患（n=8)

0.4

2.0

2.6

2.2

3.9

7.5

6.7

9.8

18.2

22.8

21.9

27.5

18.2

37.5

27.6

28.7

29.4

18.2

12.5

37.3

38.2

27.5

45.5

50.0

1.9

2.2

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２０歳未満 ２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳以上 無回答

［全体］（n=268)

身体障がい（n=178)

知的障がい（n=51)

精神障がい（n=11)

難病疾患（n=8)

46.3

57.3

9.8

18.2

75.0

24.3

21.9

39.2

18.2

12.5

18.7

14.6

27.5

45.5

12.5

5.6

2.8

17.6

9.1

0.4 3.0

1.7

5.9

9.1

1.9

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者 父親・母親 子 兄弟・姉妹 祖父母 孫 その他 無回答
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７. 同居の家族・主な介助者の健康状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８.１日あたりの介助時間 

《同居家族・介助者》 

★ １日当たりの介助時間は、全体で「1 時間未満」（38.4％）が最も多く、次いで「１時間～
３時間未満」（16.4％）となっており、３時間未満の範囲で過半数を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

凡例

［全体］（n=268)

身体障がい（n=178)

知的障がい（n=51)

精神障がい（n=11)

難病疾患（n=8)

49.6

48.3

58.8

36.4

37.5

34.3

36.0

33.3

45.5

37.5

13.1

13.5

5.9

18.2

25.0

3.0

2.2

2.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健康である 体力に不安がある 無回答病気がちである

［障がい者と
同居の家族・介助者］

第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

１時間未満 １時間～３時間未満 ８時間以上 ３時間～５時間未満 ５時間～８時間未満

38.4% 16.4% 7.8% 6.3% 4.9%

１時間未満 １時間～３時間未満 ８時間以上 ３時間～５時間未満 ５時間～８時間未満

43.3% 15.7% 7.9% 5.6% 4.5%

１時間未満 １時間～３時間未満 ３時間～５時間未満 ５時間～８時間未満 ８時間以上

27.5% 21.6% 11.8% 9.8% 7.8%

１時間未満
１時間～３時間未満

８時間以上
－ － －

54.5% 18.2%

１時間未満
１時間～３時間未満

８時間以上
－ － －

50.0% 12.5%

全体(n=268)

身体障がい(n=178)

知的障がい(n=51)

精神障がい(n=11)

難病疾患(n=8)
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９.介助していて困ること 

《同居家族・介助者》 

★ 介助していて困ることは、全体では「特にない」（37.3％）が最も多く、次いで「精神的に
疲れる」（28.4％）、「腰痛などで身体がつかれる」（17.5％）、「自分の時間が持てない」「経
済的な負担がかかる」（いずれも 16.4％）、「睡眠不足になりがち」（12.7％）となってい
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者と
同居の家族・介助者］

第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

特にない 精神的に疲れる
腰痛などで身体が

つかれる

自分の時間が
持てない

経済的な負担が
かかる

睡眠不足になりがち

37.3% 28.4% 17.5% 16.4% 12.7%

特にない 精神的に疲れる
腰痛などで身体が

つかれる
自分の時間が

持てない
経済的な負担が

かかる

38.8% 27.0% 19.7% 18.0% 16.9%

精神的に疲れる
特にない

自分の時間が
持てない

経済的な負担が
かかる

睡眠不足になりがち
腰痛などで身体が

つかれる

33.3% 17.6% 15.7% 13.7% 11.8%

精神的に疲れる

特にない

腰痛などで身体が
つかれる

自分の時間が
持てない

経済的な負担が
かかる

睡眠不足になりがち

買い物など外出が
できない

－ －

36.4% 18.2% 9.1%

精神的に疲れる
特にない

腰痛などで身体が
つかれる

睡眠不足になりがち

買い物など外出が
できない

経済的な負担が
かかる

－ －

37.5% 25.0% 12.5%

全体(n=268)

身体障がい(n=178)

知的障がい(n=51)

精神障がい(n=11)

難病疾患(n=8)
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１０.同居者の状況 

《障がい者》 

★ 全体では、同居者は「配偶者（夫・妻）」（42.1％）が最も多く、次いで「子（その配偶者
を含む）」（26.4％）、「ひとり暮らし」（22.7％）、「父親・母親」（18.5％）となっている。 

★ 障がい別にみると、精神障がい者の 50.0％は「ひとり暮らし」である。 

《難病患者等》 

★ 同居者では、「配偶者（夫・妻）」（48.0％）が最も多く、次いで「父親・母親」（28.0％）、
「子（その配偶者を含む）」「ひとり暮らし」（いずれも 24.0％）、「兄弟・姉妹（その配偶
者を含む）」（12.0％）となっている。 

《障がい者及び難病患者等》 

★ 全体の 7 割以上が家族と暮らしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

配偶者（夫・妻）
子（その配偶者を

含む）
ひとり暮らし 父親・母親

兄弟・姉妹（その
配偶者を含む）

42.1% 26.4% 22.7% 18.5% 9.6%

配偶者（夫・妻）
子（その配偶者を

含む）
ひとり暮らし 父親・母親 その他

53.5% 31.9% 22.9% 9.4% 5.2%

父親・母親
兄弟・姉妹（その
配偶者を含む）

祖父母

配偶者（夫・妻）

子（その配偶者を
含む）

ひとり暮らし

その他

－

61.3% 35.5% 8.1% 6.5%

ひとり暮らし 父親・母親
兄弟・姉妹

（その配偶者を
含む）

配偶者（夫・妻）
子（その配偶者を

含む）

50.0% 33.3% 11.1% 8.3% 5.6%

配偶者（夫・妻）
子（その配偶者を

含む）
ひとり暮らし

兄弟・姉妹（その
配偶者を含む）

父親・母親

53.8% 34.6% 19.2% 7.7% 3.8%

［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

配偶者（夫・妻） 父親・母親

子（その配偶者を
含む）

ひとり暮らし

兄弟・姉妹（その
配偶者を含む）

－

48.0% 28.0% 24.0% 12.0%

全体(n=428)

身体障がい(n=288)

精神障がい(n=36)

難病疾患(n=26)

全体（n=25)

知的障がい(n=62)
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１１.主な介助者 

《障がい者》 

★ 全体では主な介助者は「配偶者（夫、妻）」（19.2％）が最も多く、次いで「子（その配偶
者を含む）」（12.6％）、「父親・母親」（9.8％）となっている。 

《難病患者等》 
★ 主な介助者は、「配偶者（夫、妻）」（28.0％）が最も多く、次いで「子（その配偶者を含む）」

（12.0％）、「父親・母親」「ホームヘルパー」（いずれも 8.0％）となっている。 

《障がい者及び難病患者等》 
★ 全体的に「ホームヘルパー」の利用がみられる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

配偶者（夫・妻）
子（その配偶者を

含む）
父親・母親 ホームヘルパー

兄弟・姉妹（その
配偶者を含む）

19.2% 12.6% 9.8% 7.7% 5.1%

配偶者（夫・妻）
子（その配偶者を

含む）
ホームヘルパー その他 父親・母親

24.0% 15.3% 8.3% 4.2% 3.5%

父親・母親
兄弟・姉妹（その
配偶者を含む）

その他
配偶者（夫・妻）

ホームヘルパー
祖父母

45.2% 21.0% 6.5% 3.2% 1.6%

父親・母親

隣人・知人・友人
ホームヘルパー

配偶者（夫・妻）

子（その配偶者を
含む）

兄弟・姉妹（その
配偶者を含む）

ボランティア

－ －

8.3% 5.6% 2.8%

配偶者（夫・妻）
子（その配偶者を

含む）
ホームヘルパー

父親・母親

兄弟・姉妹（その
配偶者を含む）

ボランティア

－

30.8% 19.2% 15.4% 3.8%

［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

配偶者（夫・妻）
子（その配偶者を

含む）

父親・母親

ホームヘルパー
その他 －

28.0% 12.0% 8.0% 4.0%

全体（n=25)

全体(n=428)

身体障がい(n=288)

知的障がい(n=62)

精神障がい(n=36)

難病疾患(n=26)
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１２.今の暮らし方への不安 

《障がい者》 

★ 今の暮らし方への不安について、全体では「不安はない」（33.4％）が最も多く、次いで「収
入が少なくて生活に不安がある」（32.7％）、「ひとり暮らしに不安がある」（13.1％）、「親
が高齢で不安がある」（8.9％）となっている。 

《難病患者等》 
★ 今の暮らし方への不安については、「収入が少なくて生活に不安がある」（40.0％）が最も

多く、次いで「ひとり暮らしに不安がある」「近所づきあいに不安がある」（いずれも 24.0％）、
「親が高齢で不安がある」（20.0％）となっている。「不安はない」との回答は、12.0％で
あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

不安はない
収入が少なくて生活

に不安がある
ひとり暮らしに不安

がある
親が高齢で不安が

ある
近所づき合いに

不安がある

33.4% 32.7% 13.1% 8.9% 6.5%

収入が少なくて生活
に不安がある

不安はない
ひとり暮らしに不安

がある
親が高齢で不安が

ある
近所づき合いに

不安がある

34.4% 32.3% 13.9% 8.0% 5.9%

不安はない
収入が少なくて生活

に不安がある
親が高齢で不安が

ある
ひとり暮らしに不安

がある
利用できるグループ

ホームがない

40.3% 29.0% 16.1% 11.3% 8.1%

不安はない
収入が少なくて生活

に不安がある

ひとり暮らしに不安
がある

親が高齢で不安が
ある

近所づき合いに
不安がある

その他

33.3% 19.4% 13.9% 11.1% 8.3%

収入が少なくて生活
に不安がある

不安はない
近所づき合いに

不安がある

ひとり暮らしに不安
がある

希望する施設に
空きがない

保証人がいない

アパートが
見つからない

－

38.5% 34.6% 7.7% 3.8%

［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

収入が少なくて生活
に不安がある

ひとり暮らしに不安
がある

近所づき合いに
不安がある

親が高齢で不安が
ある

不安はない －

40.0% 24.0% 20.0% 12.0%

全体（n=25)

全体(n=428)

身体障がい(n=288)

知的障がい(n=62)

精神障がい(n=36)

難病疾患(n=26)
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【手帳の種別・等級別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）
 　

調
査
数

不
安
は
な
い

親
が
高
齢
で
不
安
が
あ
る

収
入
が
少
な
く
て
生
活
に
不
安
が
あ
る

ひ
と
り
暮
ら
し
に
不
安
が
あ
る

近
所
づ
き
合
い
に
不
安
が
あ
る

保
証
人
が
い
な
い

ア
パ
ー

ト
が
見
つ
か
ら
な
い

利
用
で
き
る
グ
ル
ー

プ
ホ
ー

ム
が
な
い

希
望
す
る
施
設
に
空
き
が
な
い

そ
の
他

無
回
答

　全　体 428 143 38 140 56 28 7 3 14 10 19 71

 100.0 33.4 8.9 32.7 13.1 6.5 1.6 0.7 3.3 2.3 4.4 16.6

■障害者手帳の所持  

　身体障害者手帳 100.0 31.1 7.0 34.3 13.2 6.7 1.5 0.3 2.9 2.3 4.7 17.0

　療育手帳 100.0 35.6 17.8 30.1 12.3 9.6 2.7      - 9.6 1.4 1.4 19.2

　精神障害者保健福祉手帳 100.0 26.9 15.4 26.9 19.2 15.4 3.8 5.8 7.7      - 7.7 17.3

　手帳なし 100.0 47.4      - 15.8 10.5 5.3      - 5.3      - 5.3      - 15.8

　難病疾患 100.0 26.3 21.1 52.6 5.3 10.5 5.3      -      - 5.3 5.3 10.5

■身体障害者手帳の等級    

　１級 100.0 33.0 6.4 33.0 10.6 8.5 2.1 1.1 6.4 3.2 7.4 11.7

　２級 100.0 19.6 7.8 37.3 15.7 9.8      -      - 3.9 2.0 5.9 23.5

　３級 100.0 31.9 8.5 38.3 19.1 10.6 4.3      - 2.1      - 2.1 14.9

　４級 100.0 35.3 7.4 44.1 11.8 4.4 1.5      - 1.5      - 1.5 11.8

　５級 100.0 38.0 8.0 28.0 12.0 6.0      -      -      - 4.0 4.0 20.0

　６級 100.0 27.6 3.4 24.1 13.8      -      -      -      - 6.9 6.9 24.1

■身体障害者手帳の種別    

　肢体不自由（上肢、下肢、体幹、運動機能障がい） 100.0 31.8 6.8 34.1 13.1 5.7 0.6      - 2.3 3.4 5.7 17.0

　視覚障がい 100.0 30.0 5.0 25.0 15.0 10.0      -      - 5.0 10.0 5.0 15.0

　聴覚、平衡機能障がい 100.0 31.0 6.9 31.0 13.8      -      -      - 3.4      - 6.9 20.7

　音声、言語、そしゃく機能障がい 100.0 12.5 12.5 50.0      - 12.5      -      -      -      -      - 25.0

　内部障がい（心臓、腎臓、呼吸器、膀胱、直腸、
　小腸、免疫、肝臓）

100.0 30.3 4.5 38.2 12.4 6.7 2.2 1.1 2.2 2.2 3.4 13.5

■療育手帳の判定    

　Ａ 100.0 16.7 22.2 33.3 11.1 11.1 5.6      - 11.1 5.6      - 33.3

　Ｂ 100.0 41.5 17.0 28.3 13.2 9.4 1.9      - 7.5      - 1.9 15.1

■精神障害者保健福祉手帳の等級  

　１級 100.0 12.5 25.0 12.5 37.5 12.5      - 12.5 25.0      -      - 25.0

　２級 100.0 25.9 18.5 25.9 14.8 18.5 3.7 7.4 3.7      - 11.1 14.8

　３級 100.0 30.0 10.0 40.0 10.0 10.0 10.0      -      -      -      - 20.0

■精神障害者保健福祉手帳の種別  

　精神疾患 100.0 40.0 26.7 20.0 20.0 13.3 13.3      - 6.7      -      - 13.3

　発達障がい 100.0 33.3      - 33.3      -      -      -      -      -      -      - 33.3

　高次脳機能障がい 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -



資 料 

68 

１３.これから望む暮らし方 

《障がい者》 

★ これから望む暮らし方では、全体では「今のままでいい」（80.6％）が 8 割台と高い割合
を占めている。 

★ 障がい別にみると、知的障がい者の 11.3％は「仲間４～５人での共同生活（グループホー
ムなど）をしてみたい」を望んでいる。 

★ 精神障がい者の 13.9％は「ひとり暮らし」を望んでいる。 

《難病患者等》 

★ これから望む暮らし方では、全体では「今のままでいい」（80.0％）が 8 割台と高い割合
を占めている。 

 

 

【障がい者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【難病患者等】 

 

 

 

  

80.6

83.7

72.6

69.4

84.6

2.8

1.4

4.8

13.9

4.0

2.8

11.3

2.8

4.2

5.2

3.2

0.0

3.8

2.8

3.1

0.0

8.3

5.6

3.8

8.1

5.6

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=428)

身体障がい (n=288)

知的障がい (n=62)

精神障がい (n=36)

難病疾患 (n=26)

今のままでいい

ひとり暮らしをしてみたい

仲間４～５人での共同生活（グループホームなど）をしてみたい

施設での暮らし

その他

無回答
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１４.移動する際に不便や困難を感じること 

《障がい者》 

★ 移動する際に不便や困難を感じることでは、全体で「不便や困難は感じない」（34.8％）が
最も多く、次いで「障がい者用の駐車場が少ない」（13.6％）、「歩道や公共施設に階段や段
差が多い」（11.4％）となっている。 

《難病患者等》 

★ 移動する際に不便や困難を感じることでは、「不便や困難は感じない」（40.0％）が最も多
く、次いで「移動の手段が少ない」「歩道や公共施設に階段や段差が多い」（いずれも 28.0％）
となっている。 

《障がい児》 

★ 移動する際に不便や困難を感じることでは、「不便や困難は感じない」（28.8％）が最も多
く、次いで「障がい者用の駐車場が少ない」（23.1％）、「歩道や公共施設に階段や段差が多
い」（15.4％）、「付き添ってくれる人がいない」（13.5％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

不便や困難は
感じない

障がい者用の
駐車場が少ない

歩道や公共施設に
階段や段差が多い

移動の手段が
少ない

道路に自転車など
の障害物が多い

34.8% 13.6% 11.4% 10.0% 6.5%

不便や困難は
感じない

障がい者用の
駐車場が少ない

歩道や公共施設に
階段や段差が多い

移動の手段が
少ない

道路に自転車など
の障害物が多い

35.4% 17.7% 13.5% 8.3% 6.6%

不便や困難は
感じない

移動の手段が
少ない

道路に自転車など
の障害物が多い

付き添ってくれる人
がいない

その他

38.7% 11.3% 6.5% 4.8% 3.2%

不便や困難は
感じない

移動の手段が
少ない

付き添ってくれる人
がいない

歩道や公共施設に
階段や段差が多い

その他

エレベーター、エス
カレーターが設置さ

れている施設が
少ない

44.4% 22.2% 11.1% 8.3% 5.6%

不便や困難は
感じない

障がい者用の
駐車場が少ない

歩道や公共施設に
階段や段差が多い

移動の手段が
少ない

付き添ってくれる
人がいない

道路に自転車など
の障害物が多い

視覚障がい者用の
信号機、点字ブロッ

クなどの設備が
少ない

車いすで利用できる
交通機関が少ない

音声案内、点字表
記、手話通訳、要約

筆記などの
コミュニケーション

支援がない

その他

19.2% 15.4% 11.5% 7.7% 3.8%

全体(n=428)

身体障がい(n=288)

知的障がい(n=62)

精神障がい(n=36)

難病疾患(n=26)
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［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

不便や困難は
感じない

移動の手段が
少ない

歩道や公共施設に
階段や段差が多い

付き添ってくれる人
がいない

障がい者用の
駐車場が少ない

視覚障がい者用の
信号機、点字ブロッ

クなどの設備が
少ない

道路に自転車など
の障害物が多い

車いすで利用できる
交通機関が少ない

エレベーター、エス
カレーターが設置さ

れている施設が
少ない

音声案内、点字表
記、手話通訳、要約

筆記などの
コミュニケーション

支援がない

－

40.0% 28.0% 12.0% 4.0%

［障がい児］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

不便や困難は
感じない

障がい者用の駐車
場が少ない

歩道や公共施設に
階段や段差が多い

付き添ってくれる人
がいない

移動の手段が
少ない

28.8% 23.1% 15.4% 13.5% 11.5%

障がい者用の
駐車場が少ない

歩道や公共施設に
階段や段差が多い

道路に自転車など
の障害物が多い

付き添ってくれる人
がいない

視覚障がい者用の
信号機、点字ブロッ

クなどの設備が
少ない

移動の手段が
少ない

その他

不便や困難は
感じない

43.5% 26.1% 21.7% 17.4% 13.0%

不便や困難は
感じない

付き添ってくれる人
がいない

移動の手段が
少ない

障がい者用の
駐車場が少ない

歩道や公共施設に
階段や段差が多い

－ －

33.3% 11.1% 5.6%

不便や困難は
感じない

移動の手段が
少ない

－ － －

50.0% 16.7%

不便や困難は
感じない

障がい者用の
駐車場が少ない

歩道や公共施設に
階段や段差が多い

付き添ってくれる人
がいない

エレベーター、エス
カレーターが設置さ

れている施設が
少ない

－ － －

60.0% 20.0%

全体（n=25)

全体(n=52)

身体障がい(n=23)

知的障がい(n=18)

精神障がい(n=6)

小児慢性特定疾患(n=5)
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Ⅱ．日中の過ごし方について 

 

１.就労状況等 

《障がい者》 

★ 就労状況等をみると、全体では「その他」（47.0％）が最も多く、次いで「一般企業で就労」
（13.8％）が続いている。 

《難病患者等》 

★ 就労状況等をみると、「一般企業で就労」（40.0％）が最も多く、これに「その他」（36.0％）
が続いている。 

 

 

【障がい者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【難病患者等】 

 

 

 

 

 

 

 

40.0 12.0 8.0 4.0 36.0 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=25)

一般企業で就労 自営業で就労〔事業主も含む。〕

就労継続支援Ａ型事業所で就労 就労継続支援Ｂ型事業所で就労

生活介護を利用している 地域活動支援センターを利用

その他 無回答

13.8

13.9

17.7

16.7

3.8

9.8

11.8

3.2

0.0

15.4

2.3

1.0

6.5

8.3

6.1

1.0

25.8

19.4

6.5

6.3

9.7

2.8

3.8

1.9

1.0

1.6

11.1

47.0

51.0

24.2

41.7

65.4

12.6

13.9

11.3

0.0

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=428)

身体障がい (n=288)

知的障がい (n=62)

精神障がい (n=36)

難病疾患 (n=26)

一般企業で就労 自営業で就労〔事業主も含む。〕

就労継続支援Ａ型事業所で就労 就労継続支援Ｂ型事業所で就労

生活介護を利用している 地域活動支援センターを利用

その他 無回答
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２.日中の過ごし方 

《障がい者》 

★ 前問で「その他」と回答した人に日中の過ごし方を質問した結果、全体では「自宅にいるこ
とが多い」（70.6％）が最も多く、次いで「リハビリに行っている」（22.4％）、「介護保険
のサービスを利用している」（13.9％）となっている。 

《難病患者等》 

★ 日中の過ごし方では「自宅にいることが多い」（44.4％）が最も多く、次いで「リハビリに
行っている」「介護保険のサービスを利用している」（いずれも 22.2％）、「求職活動中」
（11.1％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

自宅にいることが
多い

リハビリに
行っている

介護保険のサービ
スを利用している

その他
家族の介護、家事、

子育て

70.6% 22.4% 13.9% 10.4% 9.5%

自宅にいることが
多い

リハビリに
行っている

介護保険のサービ
スを利用している

家族の介護、家事、
子育て

その他

73.5% 21.8% 17.0% 10.2% 8.8%

自宅にいることが
多い

家族の介護、家事、
子育て

求職活動中

その他

リハビリに
行っている

介護保険の
サービスを

利用している

－

60.0% 20.0% 13.3% 6.7%

自宅にいることが
多い

リハビリに
行っている

その他
職業訓練を受けて

いる
－ －

40.0% 20.0% 6.7%

自宅にいることが
多い

リハビリに
行っている

その他

介護保険のサービ
スを利用している

家族の介護、家事、
子育て

－

88.2% 23.5% 17.6% 5.9%

［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

自宅にいることが
多い

リハビリに
行っている

介護保険のサービ
スを利用している

求職活動中 － －

44.4% 22.2% 11.1%

全体（n=9)

全体(n=201)

身体障がい(n=147)

知的障がい(n=15)

精神障がい(n=15)

難病疾患(n=17)
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Ⅲ．相談支援及び障がい者に対する理解について 

 

１.現在の生活での困りごとや将来への不安、悩み 

《障がい者》 

★ 現在の生活での困りごとや将来への不安、悩みでは、全体で「身体の病気の心配、悩み」
（43.9％）が最も多く、次いで「経済的な不安」（40.7％）、「将来介護してくれる人がい
なくなる不安」（22.0％）となっている。 

《難病患者等》 

★ 現在の生活での困りごとや将来への不安、悩みでは、「経済的な不安」（68.0％）が最も多
く、次いで「身体の病気の心配、悩み」（60.0％）、「仕事に関する不安、悩み」（44.0％）、
「住まいの不満、悩み」（32.0％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

身体の病気の
心配、悩み

経済的な不安
将来介護してくれる
人がいなくなる不安

住まいの不満、悩み
仕事に関する不安、

悩み

43.9% 40.7% 22.0% 12.6% 11.7%

身体の病気の
心配、悩み

経済的な不安
将来介護してくれる
人がいなくなる不安

住まいの不満、悩み

身辺の介護の不安

仕事に関する不安、
悩み

48.6% 42.0% 21.5% 13.2% 10.1%

経済的な不安

将来介護してくれる
人がいなくなる不安

身体の病気の
心配、悩み

不安や悩みはない
仕事に関する不安、

悩み
住まいの不満、悩み

33.9% 24.2% 14.5% 11.3% 9.7%

経済的な不安
仕事に関する不安、

悩み
身体の病気の

心配、悩み
家庭関係

将来介護してくれる
人がいなくなる不安

47.2% 30.6% 27.8% 25.0% 19.4%

身体の病気の
心配、悩み

経済的な不安
身辺の介護の不安

不安や悩みはない

将来介護してくれる
人がいなくなる不安

住まいの不満、悩み

仕事に関する不安、
悩み

家庭関係

65.4% 42.3% 15.4% 11.5% 3.8%

［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

経済的な不安
身体の病気の

心配、悩み
仕事に関する不安、

悩み
住まいの不満、悩み

将来介護してくれる
人がいなくなる不安

68.0% 60.0% 44.0% 32.0% 16.0%

全体（n=25)

全体(n=428)

身体障がい(n=288)

知的障がい(n=62)

精神障がい(n=36)

難病疾患(n=26)
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２.心配ごとや不安、悩みなど困ったときの相談先 

《障がい者》 

★ 心配ごとや不安、悩みなど困ったときの相談先では、全体で「家族・親せき」（61.4％）が
最も多く、次いで「友人・知人」（21.7％）、「医療関係者」（12.4％）となっている。 

《難病患者等》 

★ 心配ごとや不安、悩みなど困ったときの相談先では、「家族・親せき」（72.0％）が最も多
く、次いで「佐賀県難病支援センターの相談員」（36.0％）、「医療関係者」（32.0％）とな
っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

家族、親せき 友人、知人 医療関係者
障がい者総合相談

窓口の相談員
福祉施設の職員

61.4% 21.7% 12.4% 7.7% 7.0%

家族、親せき 友人、知人 医療関係者
民生委員、
自治会長

だれもいない

64.2% 24.3% 10.4% 5.9% 4.9%

家族、親せき 福祉施設の職員
計画相談の担当の
相談支援専門員

障がい者総合相談
窓口の相談員

だれもいない

59.7% 19.4% 11.3% 9.7% 8.1%

医療関係者
障がい者総合相談

窓口の相談員
家族、親せき 友人、知人 福祉施設の職員

47.2% 41.7% 36.1% 30.6% 19.4%

家族、親せき 友人、知人 医療関係者

佐賀中部保健福祉
事務所の職員

佐賀県難病支援
センターの相談員

福祉施設の職員

市役所の職員

73.1% 23.1% 15.4% 11.5% 7.7%

［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

家族、親せき
佐賀県難病支援
センターの相談員

医療関係者 友人、知人

障がい者総合相談
窓口の相談員

家族会

72.0% 36.0% 32.0% 24.0% 16.0%

全体（n=25)

全体(n=428)

身体障がい(n=288)

知的障がい(n=62)

精神障がい(n=36)

難病疾患(n=26)
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Ⅳ．差別や偏見について 

 

１.日常生活における差別や偏見、疎外感 

《障がい者》 

★ 普段の生活の中で、差別や偏見、疎外感を感じることがあるか質問した結果、全体では「ま
ったく感じない」（32.5％）が最も多く、次いで「あまり感じない」（30.6％）、「ときどき
感じる」（15.0％）、「よく感じる」（3.0％）となっている。 

《難病患者等》 

★ 普段の生活の中で、差別や偏見、疎外感を感じることがあるか質問した結果、「あまり感じ
ない」（44.0％）が最も多く、次いで「ときどき感じる」（32.0％）、「まったく感じない」
（8.0％）、「よく感じる」（4.0％）となっている。 

《障がい児》 

★ 普段の生活の中で、差別や偏見、疎外感を感じることがあるか質問した結果、全体では「と
きどき感じる」（42.3％）が最も多く、次いで「よく感じる」（17.3％）、「あまり感じない」
（25.0％）、「まったく感じない」（11.5％）となっている。 

★ 大人よりも子どもの方が、差別や偏見、疎外感を感じる割合が大きい。 

 

 

【障がい者】 

 

 

 

 

 

 

3.0

2.1

4.8

8.3

0.0

15.0

13.5

21.0

19.4

11.5

30.6

33.7

25.8

38.9

11.5

32.5

31.6

27.4

30.6

50.0

18.9

19.1

21.0

2.8

26.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=428)

身体障がい (n=288)

知的障がい (n=62)

精神障がい (n=36)

難病疾患 (n=26)

よく感じる ときどき感じる あまり感じない まったく感じない 無回答
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【難病患者等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障がい児】 

 

 

 

 

 

  

4.0 32.0 44.0 8.0 12.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=25)

よく感じる ときどき感じる あまり感じない まったく感じない 無回答

17.3

17.4

22.2

0.0

20.0

42.3

34.8

55.6

33.3

40.0

25.0

34.8

11.1

50.0

11.5

8.7

5.6

16.7

40.0

3.8

4.3

5.6

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=52)

身体障がい(n=23)

知的障がい(n=18)

精神障がい(n=6)

小児慢性特定疾患(n=5)

よく感じる ときどき感じる あまり感じない まったく感じない 無回答
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２.差別や偏見、疎外感を感じたときの相談先 

《障がい者》 

★ 差別や偏見、疎外感を感じたときの相談先では、全体で「家族、親せき」（36.4％）が最も
多く、次いで「誰にも相談していない」（33.8％）、「友人・知人」（19.5％）、「福祉施設の
職員」（15.6％）となっている。 

《難病患者等》 
★ 差別や偏見、疎外感を感じたときの相談先では、「誰にも相談していない」（55.6％）が最

も多く過半数を占めており、次いで「家族、親せき」（33.3％）が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

家族、親せき
だれにも相談して

いない
友人、知人 福祉施設の職員 職場の上司、同僚

36.4% 33.8% 19.5% 15.6% 7.8%

だれにも相談して
いない

家族、親せき 友人、知人
福祉施設の職員

その他

職場の上司、同僚

障がい者総合相談
窓口の相談員

市役所の職員

42.2% 33.3% 20.0% 6.7% 2.2%

家族、親せき 福祉施設の職員 職場の上司、同僚

友人、知人

だれにも相談して
いない

障がい者総合相談
窓口の相談員

市役所の職員

56.3% 25.0% 18.8% 12.5% 6.3%

福祉施設の職員 友人、知人
だれにも相談して

いない

家族、親せき

障がい者総合相談
窓口の相談員

職場の上司、同僚

インターネット

その他

50.0% 40.0% 30.0% 20.0% 10.0%

家族、親せき

だれにも相談して
いない

－ － － －

33.3%

［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

だれにも相談して
いない

家族、親せき

障がい者総合相談
窓口の相談員

友人、知人

－ －

55.6% 33.3% 11.1%

全体（n=9)

全体(n=77)

身体障がい(n=45)

知的障がい(n=16)

精神障がい(n=10)

難病疾患(n=3)
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３.差別や偏見のない社会を実現するために必要だと思うこと 

《障がい者》 

★ 差別や偏見のない社会を実現するために必要だと思うことでは、「こどものころからの教育」
（28.3％）が最も多く、次いで「理解啓発の促進」（23.8％）、「障がい者の雇用の場の拡
大」（20.6％）、「障がい者の理解を深めるための交流の場」（18.0％）、「心のバリアフリー
を促進する」（14.3％）となっている。 

《難病患者等》 

★ 差別や偏見のない社会を実現するために必要だと思うことでは、「理解啓発の促進」（56.0％）
が過半数を占めており、次いで「こどものころからの教育」「障がい者の雇用の場の拡大」
（いずれも 48.0％）、「心のバリアフリーを促進する」（40.0％）、「障がい者の理解を深め
るための交流の場」「法律・条例など整備する」（いずれも 36.0％）となっている。 

《障がい児》 
★ 差別や偏見のない社会を実現するために必要だと思うことでは、全体で「こどものころから

の教育」（59.6％）が６割近くを占め、次いで「障がい者の雇用の場の拡大」（57.7％）、
「障がい者の理解を深めるための交流の場」（48.1％）、「理解啓発の促進」（42.3％）、「心
のバリアフリーを促進する」（32.7％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

こどもの頃からの
教育

理解啓発の促進
障がい者の雇用の

場の拡大

障がいの理解を
深めるための

交流の場

心のバリアフリーを
推進する

28.3% 23.8% 20.6% 18.0% 14.3%

こどもの頃からの
教育

理解啓発の促進
障がい者の雇用の

場の拡大

障がいの理解を
深めるための

交流の場

心のバリアフリーを
推進する

28.8% 24.0% 20.8% 17.7% 15.6%

こどもの頃からの
教育

障がい者の雇用の
場の拡大

障がいの理解を
深めるための

交流の場

理解啓発の促進
法律・条例など整備

する
心のバリアフリーを

推進する

29.0% 22.6% 19.4% 16.1% 6.5%

理解啓発の促進
障がい者の雇用の

場の拡大

障がいの理解を
深めるための

交流の場

こどもの頃からの
教育

心のバリアフリーを
推進する

38.9% 33.3% 27.8% 25.0% 19.4%

こどもの頃からの
教育

理解啓発の促進
心のバリアフリーを

推進する

障がい者の雇用の
場の拡大

障がいの理解を
深めるための

交流の場

法律・条例など
整備する

－

30.8% 19.2% 11.5% 7.7%

全体(n=428)

身体障がい(n=288)

知的障がい(n=62)

精神障がい(n=36)

難病疾患(n=26)
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［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

理解啓発の促進

こどもの頃からの
教育

障がい者の雇用の
場の拡大

心のバリアフリーを
推進する

障がいの理解を
深めるための

交流の場

法律・条例など
整備する

その他

56.0% 48.0% 40.0% 36.0% 4.0%

［障がい児］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

子どもの頃からの
教育

障がい者の雇用の
場の拡大

障がいの理解を
深めるための

交流の場
理解啓発の促進

心のバリアフリーを
推進する

59.6% 57.7% 48.1% 42.3% 32.7%

子どもの頃からの
教育

障がいの理解を
深めるための

交流の場

障がい者の雇用の
場の拡大

理解啓発の促進

心のバリアフリーを
推進する

その他

56.5% 52.2% 43.5% 34.8% 26.1%

障がい者の雇用の
場の拡大

子どもの頃からの
教育

障がいの理解を
深めるための

交流の場

理解啓発の促進

法律・条例などを
整備する

心のバリアフリーを
推進する

その他

77.8% 61.1% 50.0% 38.9% 5.6%

子どもの頃からの
教育

障がい者の雇用の
場の拡大

障がいの理解を
深めるための

交流の場

理解啓発の促進

法律・条例などを整
備する

－

66.7% 50.0% 33.3% 16.7%

子どもの頃からの
教育

障がい者の
雇用の場の拡大

障がいの理解を
深めるための

交流の場

心のバリアフリーを
推進する

法律・条例などを
整備する

理解啓発の促進

その他
－ －

60.0% 40.0% 20.0%

全体（n=25)

全体(n=52)

身体障がい(n=23)

知的障がい(n=18)

精神障がい(n=6)

小児慢性特定疾患(n=5)
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Ⅴ．非常災害時の対応について 

 

１.災害時における情報の入手手段 

《障がい者》 

★ 災害時の情報入手先としては、全体で「テレビ」（77.8％）が最も多く、次いで「携帯メー
ル」（39.3％）、「家族からの連絡」（29.2％）、「ラジオ」（27.8％）、「インターネット」（12.6％）
となっている。 

《難病患者等》 

★ 災害時の情報入手先としては、「テレビ」（84.0％）が最も多く、次いで「携帯メール」
（76.0％）、「ラジオ」（40.0％）、「家族からの連絡」（32.0％）、「佐賀市緊急防災情報さ
がんメール」（24.0％）となっている。 

《障がい児》 
★ 災害時の情報入手先としては、全体で「テレビ」（63.5％）が最も多く、次いで「家族から

の連絡」（46.2％）、「携帯メール」（32.7％）、「インターネット」（26.9％）、「ラジオ」「佐
賀市緊急防災情報さがんメール」（いずれも 15.4％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

テレビ 携帯メール 家族からの連絡 ラジオ インターネット

77.8% 39.3% 29.2% 27.8% 12.6%

テレビ 携帯メール ラジオ 家族からの連絡

インターネット

近所の人からの
連絡

82.3% 41.3% 29.2% 28.8% 12.2%

テレビ 家族からの連絡 携帯メール ラジオ インターネット

59.7% 41.9% 37.1% 21.0% 11.3%

テレビ 携帯メール ラジオ インターネット

家族からの連絡

近所の人からの
連絡

75.0% 41.7% 36.1% 25.0% 16.7%

テレビ
携帯メール

ラジオ
家族からの連絡

インターネット

防災無線
（屋外放送）

民生委員や自治
会長からの連絡

佐賀市緊急防災
情報さがんメール

－

69.2% 26.9% 11.5% 7.7%

［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

テレビ 携帯メール ラジオ 家族からの連絡
佐賀市緊急防災
情報さがんメール

84.0% 76.0% 40.0% 32.0% 24.0%

全体（n=25)

全体(n=428)

身体障がい(n=288)

知的障がい(n=62)

精神障がい(n=36)

難病疾患(n=26)
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［障がい児］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

テレビ 家族からの連絡 携帯メール インターネット

ラジオ

佐賀市緊急防災
情報さがんメール

63.5% 46.2% 32.7% 26.9% 15.4%

テレビ 家族からの連絡 携帯メール インターネット ラジオ

56.5% 47.8% 39.1% 26.1% 17.4%

テレビ 家族からの連絡 何もない
携帯メール

インターネット
－

55.6% 38.9% 27.8% 16.7%

テレビ 家族からの連絡 インターネット

携帯メール

佐賀市緊急防災
情報さがんメール

ラジオ

100.0% 66.7% 50.0% 33.3% 16.7%

テレビ

携帯メール

ラジオ

佐賀市緊急防災
情報さがんメール

家族からの連絡

インターネット
－ －

80.0% 60.0% 40.0%

全体(n=52)

身体障がい(n=23)

知的障がい(n=18)

精神障がい(n=6)

小児慢性特定疾患(n=5)
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２.大規模災害時における避難方法 

《障がい者》 

★ 大規模災害時に避難所へ行く方法としては、全体で「自力で避難する」（39.0％）が最も多
く、次いで「家族の介助で避難する」（32.9％）、「近所の人の介助で避難する」（6.1％）、
「わからない」（5.8％）などとなっている。 

《難病患者等》 

★ 大規模災害時に避難所へ行く方法としては、「自力で避難する」（60.0％）が最も多く、次
いで「家族の介助で避難する」（16.0％）、「近所の人の介助で避難する」「わからない」（い
ずれも 8.0％）などとなっている。 

《障がい児》 
★ 大規模災害時に避難所へ行く方法としては、「家族の介助で避難する」（69.2％）が最も多

く、次いで、「自力で避難する」（19.2％）、「わからない」（5.8％）などとなっている。 

 

 

【障がい者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【難病患者等】 

 

  

60.0 16.0 8.0 4.0 4.0 8.0 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=25)

自力で避難する 家族の介助で避難する

近所の人の介助で避難する 介助者がいないので避難できない

その他 わからない

無回答

39.0

38.2

35.5

52.8

34.6

32.9

34.0

40.3

16.7

30.8

6.1

7.3

1.6

8.3

3.8

2.6

2.1

1.6

2.8

11.5

3.0

3.5

3.8

5.8

5.2

8.1

8.3

3.8

10.5

9.7

12.9

11.1

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=428)

身体障がい (n=288)

知的障がい (n=62)

精神障がい (n=36)

難病疾患 (n=26)

自力で避難する 家族の介助で避難する

近所の人の介助で避難する 介助者がいないので避難できない

その他 わからない

無回答
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【障がい児】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

19.2

8.7

22.2

33.3

40.0

69.2

73.9

72.2

50.0

60.0

1.9

4.3

3.8

4.3

16.7

5.8

8.7

5.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=52)

身体障がい(n=23)

知的障がい(n=18)

精神障がい(n=6)

小児慢性特定疾患

(n=5)

自力で避難する 家族の介助で避難する

近所の人の介助で避難する 介助者がいないので避難できない

その他 わからない

無回答
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３.避難先で特に必要な配慮など 

《障がい者》 

★ 避難先で特に必要な配慮としては、全体で「食料・飲料水の配給」（48.4％）が最も多く、
次いで「障がいに配慮したトイレ」（35.5％）、「情報収集」（30.1％）、「声かけ」（29.7％）、
「移動などの介助」（25.7％）となっている。 

《難病患者等》 

★ 避難先で特に必要な配慮としては、「障がいに配慮したトイレ」（48.0％）が最も多く、次
いで「情報収集」「食料・飲料水の配給」（いずれも 44.0％）、「仕切り、個室」（40.0％）、
「移動などの介助」（32.0％）、「声かけ」（20.0％）となっている。 

《障がい児》 
★ 避難先で特に必要な配慮としては、全体で「食料・飲料水の配給」（59.6％）が最も多く、

次いで「仕切り、個室」（57.7％）、「声かけ」（44.2％）、「情報収集」「障がいに配慮した
トイレ」（いずれも 32.7％）、「移動などの介助」（30.8％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

食料・飲料水の配給
障がいに配慮した

トイレ
情報収集 声かけ 移動などの介助

48.4% 35.5% 30.1% 29.7% 25.7%

食料・飲料水の配給
障がいに配慮した

トイレ
情報収集 移動などの介助 声かけ

47.6% 43.8% 29.9% 28.5% 27.8%

食料・飲料水の配給 声かけ 仕切り、個室
情報収集

移動などの介助

障がいに配慮した
トイレ

43.5% 32.3% 24.2% 21.0% 16.1%

食料・飲料水の配給 情報収集 声かけ 仕切り、個室
障がいに配慮した

トイレ

63.9% 52.8% 47.2% 41.7% 19.4%

食料・飲料水の配給 情報収集
障がいに配慮した

トイレ
移動などの介助 声かけ

50.0% 30.8% 26.9% 23.1% 19.2%

［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

障がいに配慮した
トイレ

情報収集

食料・飲料水の配給
仕切り、個室 移動などの介助 声かけ

48.0% 44.0% 40.0% 32.0% 20.0%

全体（n=25)

全体(n=428)

身体障がい(n=288)

知的障がい(n=62)

精神障がい(n=36)

難病疾患(n=26)
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［障がい児］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

食料・飲料水の配給 仕切り、個室 声かけ

情報収集

障がいに配慮した
トイレ

移動などの介助

59.6% 57.7% 44.2% 32.7% 30.8%

食料・飲料水の配給 声かけ

仕切り、個室

情報収集

障がいに配慮した
トイレ

移動などの介助

必要な設備、資機材
意思疎通支援

（手話、要約筆記、
筆談など）

65.2% 52.2% 47.8% 13.0% 8.7%

仕切り、個室
食料・飲料水の配給

声かけ

情報収集

障がいに配慮した
トイレ

移動などの介助

必要な設備、資機材

意思疎通支援
（手話、要約筆記、

筆談など）

－

66.7% 55.6% 22.2% 16.7%

仕切り、個室 食料・飲料水の配給
声かけ

情報収集
－ －

66.7% 50.0% 16.7%

食料・飲料水の配給

仕切り、個室

必要な設備、資機材

障がいに配慮した
トイレ

情報収集

移動などの介助

意思疎通支援
（手話、要約筆記、

筆談など）

その他

－ －

60.0% 40.0% 20.0%

全体(n=52)

身体障がい(n=23)

知的障がい(n=18)

精神障がい(n=6)

小児慢性特定疾患(n=5)
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Ⅵ．市の施策について 

 

１.暮らしやすくなるために充実してほしいこと 

《障がい者》 

★ 暮らしやすくなるために、市にもっと充実してほしいこととしては、全体で「入院・通院に
かかる医療費の助成」（35.7％）が最も多く、次いで「年金や手当など扶助制度」（32.7％）、
「行政からの福祉サービスや制度に関する情報提供」（28.0％）、「障がい者のための相談窓
口」（27.3％）、「災害時の障がい者援護対策」（27.1％）となっている。 

《難病患者等》 

★ 暮らしやすくなるために、市にもっと充実してほしいこととしては、「障がい者や難病患者
の方のための相談窓口」（64.0％）が最も多く、次いで「入院・通院にかかる医療費の助成」
（60.0％）、「災害時の障がい者等の援護対策」「年金や手当などの扶助制度」（いずれも
48.0％）、「障がい者等や家族が悩みを語り合ったり、病気や障がいのことを学べる場」「行
政からの福祉サービスや制度に関する情報提供」（いずれも 44.0％）などとなっている。 

《障がい児》 
★ 暮らしやすくなるために、市にもっと充実してほしいこととしては、全体で「年金や手当な

ど扶助制度」（46.2％）、「災害時の障がい者等の援護対策」「一般就労の場の確保」「入院・
通院にかかる医療費の助成」（いずれも 42.3％）、「障がい者や家族が悩みを語り合ったり、
病気や障がいのことを学べる場」（40.4％）、「障がい者のための相談窓口」「行政からの福
祉サービスや制度に関する情報提供」（いずれも 36.5％）、「障がい者が気軽に立ち寄って
交流できる場所」「職業紹介や訓練、就労した後の指導や支援」（いずれも 34.6％）となっ
ている。 
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［障がい者］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

入院・通院にかかる
医療費の助成

年金や手当など
扶助制度

行政からの福祉
サービスや制度に
関する情報提供

障がい者のための
相談窓口

災害時の障がい者
の援護対策

35.7% 32.7% 28.0% 27.3% 27.1%

入院・通院にかかる
医療費の助成

年金や手当など扶
助制度

行政からの福祉
サービスや制度に
関する情報提供

災害時の障がい者
の援護対策

障がい者のための
相談窓口

39.2% 33.0% 31.3% 29.2% 25.7%

年金や手当など扶
助制度

障がい者のための
相談窓口

入院・通院にかかる
医療費の助成

災害時の障がい者
の援護対策

障がい者が気軽に
立ち寄って

交流できる場所

グループホームなど
の住宅施策

行政からの福祉
サービスや制度に
関する情報提供

移動支援、同行援
護、行動援護などの

外出支援

ホームヘルパーの
派遣やショートステ
イ（短期入所）など

の生活支援

33.9% 24.2% 22.6% 17.7% 16.1%

障がい者が気軽に
立ち寄って

交流できる場所

年金や手当など
扶助制度

障がい者のための
相談窓口

一般就労の場の
確保

入院・通院にかかる
医療費の助成

行政からの福祉
サービスや制度に
関する情報提供

障がい者や家族が
悩みを語り合った

り、病気や障がいの
ことを学べる場

地域との交流の場

スポーツ・文化活動
を通じた障がい者の

社会参加

44.4% 36.1% 33.3% 27.8% 22.2%

入院・通院にかかる
医療費の助成

災害時の障がい者
の援護対策

年金や手当など
扶助制度

行政からの福祉
サービスや制度に
関する情報提供

障がい者のための
相談窓口

障がい者が気軽に
立ち寄って

交流できる場所

障がい者や家族が
悩みを語り合った

り、病気や障がいの
ことを学べる場

移動支援、同行援
護、行動援護などの

外出支援

ホームヘルパーの
派遣やショートステ
イ（短期入所）など

の生活支援

地域との交流の場

特に必要ない

34.6% 30.8% 26.9% 19.2% 11.5%

全体(n=428)

身体障がい(n=288)

知的障がい(n=62)

精神障がい(n=36)

難病疾患(n=26)
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［難病患者等］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

障がい者や難病患
者の方（以下「障が
い者等」という。）の
ための相談窓口

入院・通院にかかる
医療費の助成

災害時の障がい者
等の援護対策

年金や手当など
扶助制度

障がい者等や家族
が悩みを語り合った
り、病気や障がいの

ことを学べる場

行政からの福祉
サービスや制度に
関する情報提供

移動支援、
同行援護、

行動援護などの
外出支援

64.0% 60.0% 48.0% 44.0% 40.0%

［障がい児］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

年金や手当など
扶助制度

災害時の障がい者
の援護対策

一般就労の場の
確保

入院・通院にかかる
医療費の助成

障がい者や家族が
悩みを語り合った

り、病気や障がいの
ことを学べる場

障がい者のための
相談窓口

行政からの福祉
サービスや制度に
関する情報提供

障がい者が気軽に
立ち寄って

交流できる場所

職業紹介や訓練、
就労した後の
指導や支援

46.2% 42.3% 40.4% 36.5% 34.6%

入院・通院にかかる
医療費の助成

災害時の障がい者
の援護対策

年金や手当など
扶助制度

行政からの福祉
サービスや制度に
関する情報提供

一般就労の場の
確保

障がい者や家族が
悩みを語り合った

り、病気や障がいの
ことを学べる場

障がい者のための
相談窓口

障がい者が気軽に
立ち寄って

交流できる場所

移動支援、同行援
護、行動援護などの

外出支援

ボランティアの育成
と活動の支援

56.5% 52.2% 43.5% 39.1% 34.8%

一般就労の場の
確保

障がい者のための
相談窓口

障がい者が気軽に
立ち寄って

交流できる場所

障がい者や家族が
悩みを語り合った

り、病気や障がいの
ことを学べる場

行政からの福祉
サービスや制度に
関する情報提供

就労継続支援Ｂ型
事業所など福祉的

就労の場

年金や手当など
扶助制度

災害時の障がい者
の援護対策

職業紹介や訓練、
就労した後の指導

や支援

移動支援、
同行援護、

行動援護などの
外出支援

入院・通院にかかる
医療費の助成

スポーツ・文化活動
を通じた障がい者の

社会参加

55.6% 50.0% 44.4% 33.3% 27.8%

全体(n=52)

身体障がい(n=23)

知的障がい(n=18)

全体（n=25)
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［障がい児］ 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

年金や手当など
扶助制度

入院・通院にかかる
医療費の助成

職業紹介や訓練、
就労した後の指導

や支援

一般就労の場の
確保

障がい者や家族が
悩みを語り合った

り、病気や障がいの
ことを学べる場

災害時の障がい者
の援護対策

障がい者のための
相談窓口

ボランティアの育成
と活動の支援

地域との交流の場

スポーツ・文化活動
を通じた障がい者の

社会参加

就労継続支援Ｂ型
事業所など福祉的

就労の場

－

66.7% 50.0% 33.3% 16.7%

年金や手当など
扶助制度

一般就労の場の
確保

障がい者や家族が
悩みを語り合った

り、病気や障がいの
ことを学べる場

ホームヘルパーの
派遣やショートステ
イ（短期入所）など

の生活支援

字幕、点字、
音声案内、

電光掲示板などの
情報保障

災害時の障がい者
の援護対策

入院・通院にかかる
医療費の助成

行政からの福祉
サービスや制度に
関する情報提供

移動支援、
同行援護、

行動援護などの
外出支援

ボランティアの育成
と活動の支援

地域との交流の場

スポーツ・文化活動
を通じた障がい者の

社会参加

重度障がい、医療的
ケアが必要な

障がい児（者）の
在宅支援

－ － －

40.0% 20.0%

精神障がい(n=6)

小児慢性特定疾患(n=5)



 

 

 

 

 

 

～表紙紹介～ 
 

○題名  「みんなの夏休み」 

 

○名前   本村 貴美子（佐賀市在住） 

 

○所属   就労継続支援 B 型事業所ともしび 

 

○ひとこと 

 障がいがあっても明るく元気に生きていきたい。そんな気持ちを込めて、ひまわりとハ

チの絵を書きました。ゆっくり休みながら、地域で暮らしていく。この絵が地域のみんな

と障がいのある人の「かけはし」になればいいなと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

佐賀市障がい者プラン 

2020～2023 

 

2020 年３月 

発 行 佐賀市保健福祉部障がい福祉課 

〒840-8501 佐賀市栄町１番１号 

電 話：０９５２－４０－７２５１ 

ＦＡＸ：０９５２－４０－７３７９ 

ＵＲＬ：http://www.city.saga.lg.jp/ 
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